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はじめに一一本資料（ニ ・完）の概要
本稿は，『関西大学法学論集』第57巻5号 (2008年 2月）に掲載した，「資料：第二三
回 IVR(法哲学・社会哲学国際学会連合）世界大会「ニー世紀における法と法文化
―多様性と統一性」（二00七年八月ー一六日，ポーランド・ ヤゲェヴォ大学）紹介
(-)」（以下，資料（一） と表記する）に続いて，資料（二）として刊行するものであ
る。ただし．両者のあいだに若干の時間的隔たりがあるゆえに，まずは．本資料（二）
- 336 - (1666) 
第23回 IVR(法哲学・社会哲学国際学会連合）世界大会紹介 (2.完）
の「はじめに」として本資料の概要を提示しておく。
わたしは資料（一）の冒頭「はじめに一一本資料の概要」でつぎのように指摘した。
「本資料においては，かねてからわたし自身関心を有していた右の統一テーマにおける
キー概念のひとったる『法文化』，『比較法文化』に焦点を合わせて，本号を含む二回，
ないしは三回の連載にて，本大会での報告論文や報告要旨を中心に紹介，抄訳，訳出す
ることで，法哲学の国際学会レベルにおける法文化をめぐる最新の議論動向の一端を紹
介したい。」
そこで資料（二）においても，資料（一）と同様，「法文化」，「比較法文化」の視点
からみて興味深い，ワーキング・グループおよびスペシャル・ワークショップでのさま
ざまな報告の要旨，プリナリー・セッションでの報告ペーパーなどを訳出，抄訳するこ
とで，上記資料（一）の「はじめに一本資料の概要」で自らに課した責めを果たしたい。
本資料（二）の構成はつぎのとおりである。
(1) 本大会の "WorkingGroups Abstracts"に依拠した，資料（一）の「三．「法文化
の多様性と統一性：教訓と挑戦」「パネルA:ヨーロッパと北米」および「パネル
B: アジアと南米」での報告要旨訳出―東西法文化の一端」に続いて，「グロー
バリゼーション時代の諸問題」 ("3Problems of the Age of Globalization")セッ
ションのなかで，上記の趣旨に合ういくつかの報告要旨を訳出する ("Lawand 
Legal Cultures in the 21st Century: Diversity and Unity" "Working Groups 
Abstrucs" pp. 40-60) (「四."Working Groups"「グローバル時代の諸問題」セッ
ション報告要旨（承前）」；
また，本資料（二）での，上の (1)に続く (2)以下の内容にかかわる諸点について，同
じく資料(-)の冒頭でつぎのように指摘している。「また本資料（一）に続いてさら
に（二）以下では， EU以外の地域にもかかわる法文化の多様性に関する全体講演論文
や，分科会ではなく一ーこ：00五年にスペインで開催された第二二回グラナダ大会以降
企画，運営されている一ー『スペシャル・ワークショップ』での報告要旨を紹介，抄訳，
訳出するとともに，一連の資料の最後の部分にて，わたし自身の総括的なコメントを提
示する予定である。」
そこで，
(2) 資料(-)では紹介できなかった，スペシャル・ワークショップでの報告要旨の
うち，わたし自身が法文化学，比較法文化学のさまざまなテーマのうち最も根源的
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テーマのひとつと考えている， 〈法と宗教〉に関するスペシャル・ワークショップ
たる，「法，宗教と政治—批判的視点からの比較における哲学と神学の観点」
("Law, Religion and Politics: Philosophical and Theological Perspectives in Critical 
Comparison")のうちのいくつかの報告について， "SpecialWorkshops Abstracts" 
に依拠して訳出する。("Lawand Legal Cultures in the 21st Century : Diversity and 
Unity", "Special Workshops Abstructs" pp. 139-149) (「五スペシャル・ワーク
ショップでの報告要旨―「法，宗教と政治—批判的な比較における哲学と神学
の視点」 ("Law,Religion and Politics: Philosophical and Theological Perspectives 
in Critical Comparison")」）
(3) さらに，資料（一）で抄訳したプリナリー・セッションの報告ペーパーたる，
マーク・ヴァン・ホーク「グローバリゼーション下におけるヨーロッパの法文化」
(Mark Van Hoecke, "European Legal Cultures in a Context of Globalisation") に続
いて，本資料（二） では，フランチェスコ・ヴィオラのプリナリー・セッションの
報告ペーパーたる「多元的法体制下での法の支配」 (FrancescoViola, "The Rule of 
Law in legal Pluralism")のうち，冒頭の三節，すなわち，法の支配の一般的概念
と多元的法体制に関する部分を抄訳する（六．プリナリー・セッションでのフラン
チェスコ・ビオラ報告「多元的法体制下での法の支配」 (FrancescoViola, "The 
Rule of Law in legal Pluralism") における多元的法体制の節の抄訳）。
(4) そして最後に，上記の「資料の最後の部分にて，わたし自身の総括的なコメント
を提示」するということに替えて，「法文化の多様性と統一性：教訓と挑戦」「パネ
ルB:アジアと南米」でのわたし自身の，天皇制をめぐる法文化に関する報告ペー
パー（アブストラクトは資料（一）にて訳出した）を掲載しておきたい（七．「法
文化の多様性と統一性：教訓と挑戦」「パネルB:アジアと南米」での角田の報告
ペーパー： "Legal Culture Relating to the Tenno (Emperor System) in Japan and the 
Notion of the'Tenno as a Living God'in the Pre-War Era")。
四."Working Groups"「グローバル時代の諸問題」
セッション報告要旨（承前）
地球規模での「グローバリゼーション」は，第23回IVR世界大会の主要テ マーたる，
「21世紀の法と法文化の多様性と統一性」との同時進行をも生み出している，最大の時
代背景あるいは国際動向である。「法と法文化の多様性と統一性」は， 20世紀の90年代
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から急速な展開を見ている，ヨーロッパ連合 (EU) において典型的に見出される（梶
田孝道『統合と分裂のヨーロッパ―-EC・ 国家・民族』 (1993年）。また， EUの構成
国たるそれぞれの国の内部においても，同じく，「法と文化の多様性と統一性」が現出
している。その典型的事例のひとつが，英国である。
英国は， "UnitedKingdom of Great Britain and Northern Ireland"として，国家形成
の歴史的経緯から，そもそも王国としての統一性="United Kingdom"とともに，統一
王国を構成する 4つのファクター，すなわちイングランド，ウエールズ，スコットラン
ド，アイルランドという多様性を包含している。とくにスコットランドは1707年までは，
ブリテン島においてイングランドとならぶ独立王国 ("Kingdomof Scotland") を形成
していた。そして，イングランドとの連合を出来させた1707年の連合法 (Actof 
Union) によって，スコットランドは1707年以降も固有のスコットランド私法と裁判制
度，法曹養成制度を維持することが保障され，現在に至っている。まさに，このような
歴史的背景の下で，英国内においても，「法と文化の多様性と統一性」が存在するので
ある（以上の， EUの下での英国法とスコットランド法関係については，角田猛之
「ヨーロッパにおける法文化の統一性と多元性―-EU・UK・ スコットランドを素材
にして」（『法哲学年報』 (1997年）および「VI スコットランド」「32スコットランド議
会の開設」，「33スコットランドの司法制度」戒能通厚編『現代イギリス法事典 UK
Law : Past and Present Perspectives』（新法学ライブラリ〈別巻〉）（新世社）所収）参
照）
今回の世界大会紹介の必須の要素として，本資料（二）でこの項目を選択したゆえん
である。本資料（二）では，資料（一）で紹介した， "1.Diversity and Unity of Legal 
Cultures : Lessons and Challenges Panel A : Europe and North America"および "2.
Diversity and Unity of Legal Cultures: Lessons and Challenges Panel B: Asia and 
South America"に続く "3.Problems of the Age of Globalization"のなかから，以下の 9
報告を選んで訳出する。
Bos Anne Marie「グローバルな法秩序？」 ("Howabout a Global Legal Order ?") 
（アムステルダム大学）； Ruiz-Resa Josefa-Dolores「文化的アイデンテイティの政
治上の代表権」 ("ThePolitical Representation of Cultural Identities") (グラナダ大
学）； Lo Guidice Alessi「多様な主体の概念：社会的差異の象徴的媒介」 ("The
Concept of Plural Subject: A Symbolic Mediation") (カタニア大学・ミラノ大学）；
Vitikainen Annamari「多文化主義と集団のメンバーシップ」 ("Multiculturalism
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and Group Membership") (ヘルシンキ大学）； Guibourg Ricardo Albelto「アミナ
の石打」 ("TheLapidation of Amina") (ブエノスアイレス大学）； Falcon y Tell a 
Fernando「多文化主義と人権」 ("Multiculturalismand Human Rights") (マドリッ
ド・コンプルテンセ大学）； Saulius Arlauskas「人権理論における基本理念」
("Some Fundamental Ideas of the Human Rights Theory") (ミコラス・ロメリス大
学）； Akanmidu Raphael Adebisi「国家主権と人道主義的介入：多元主義者と連帯
主義者の論争とグローバリゼーションの諸課題の分析」 ("StateSovereignty and 
Humanitarian Intervention : Analyzing The Pluralist-Solidarist Debate and 
Challenges of Globalisation") ; Liu Shing-I「グローバル化のひとつの基礎として
の黄金律」 ("TheGolden Rule as One Basis of Globalization") (国立台北大学）
これらの報告のキーワードは，グローバリゼーション下における文化の多様性，多
文化主義，文化的アイデンテイティ，そのにない手としての文化的一社会的主体
（性）と文化的アイデンテイティの代表（権），そして以上の状況下における人権保護
の問題と国家主権の変遷，等々である。そしてこれらはまさに，特に90年代以降進行し
たグローバリゼーション下におけるポストモダン状況を象徴するファクターに他ならな
し‘゜
（一） Bos Anne Marie「グローバルな法秩序？」 ("Howabout a Global Legal Order?") 
（アムステルダム大学）
グローバルな法秩序を単に幻影にすぎないと考える者もいるし理想と考える者もいる。
また，現在あらわれつつあると考える者もいるし，すでにそれは存在しているという者
もいる。そして再度，それは幻に過ぎないと確信する者もいる。このような言明はすべ
て，グローバルな法秩序の概念が有する，多かれ少なかれ背後に隠れている意味と結び
ついている。もちろん，単一のグローバルな法秩序の概念などは存在しないし，また当
然，単一の法概念も存在しない。そして，いかなる特定の学問的視点からこの問題を考
えるかに依拠していることも明らかである。
わたしはここで，法秩序の存在に関するケルゼン理論を詳細に検討すべきことを提案
する。ケルゼンは「もはや繰りかえしてはならない誤りを，理論的，歴史的に想起させ
るものとしてのみ，［国際法の］規範を念頭においている」という一-1994年にデ
ヴィッド・ケネデイによっても批判された一一通常の見方とは異なって，わたしはきわ
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めて有用なアプローチとしてかれの理論を擁護したい。法秩序が存在するための一般
的基準は，人間の行為の存在とその解釈のための法規範として利用すること，秩序の
規範的有効性，そしてそれらにかかわる法的な根本規範に対する統一的思考，等々で
ある。グローバルな法秩序の存在に関して，これらの条件のうちで余分なものは存在し
ない。
に Ruiz-ResaJosefa-Dolores「文化的アイデンテイティの政治上の代表権」 ("The
Political Representation of Cultural Identities") (グラナダ大学）
解放運動を基礎とした新たな文化的アイデンテイティの出現は，政治上の割当制（ク
オータ）と多様なエスニックの権利を要求し，また政治上の代表権に対する要求をもと
もなっている。そのひとつが，集団的な政治的実体としての文化的アイデンテイティを
反映する集団的代表権の要求である。それらの政治的実在は，集団的な利害と権利を有
しているにもかかわらず公正に代表されていない故に，周辺化された集団のより公正な
る代表権を求めているのである。この要求が，民主主義におけるより広範で実体に即し
た政治的代表権を生み出すことに貢献するならば，集団的代表権は西洋民主主義に現在
影響を及ぼしている正統性の不足を補うであろう 。
しかしながら，文化的アイデンテイティの集団的代表権に関して，政治的代表権の拡
大を阻害する恐れのある問題が存在する。第 1の問題は，集団的アイデンテイティを実
体化するということである。それは，個々のメンバーが自己変革し，自己決定すること
を妨げる可能性をはらんでいる。第2の問題は，文化の概念はあいまいである故に，メ
ディアや市場によってその内容がさまざまに決めつけられていることに関係している。
さらに，集団の文化的特性に焦点を当てることは，組織的な不平等を引き起こす恐れが
ある。そして逆説的なことには，第 3の問題として，文化的代表権と市民権に含まれて
いる反政治的視点である。
これらの諸問題を概観し，分析することが本報告の目的である。そしてここでの主た
る前提は― 政治上の包摂と周辺化された個人の自己決定にと って有用なものとして
の―政治的な民主的領域と，集団と文化の道具的概念の双方が優位を占めることで
ある。
曰 Lo Guidice Alessi「多様な主体の概念：社会的差異の象徴的媒介」 ("TheConcept of 
Plural Subject: A Symbolic Mediation") (カタニア大学・ミラノ大学）
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わたしの報告では，超国家的側面が法と政治においてますます重要になってきたこと
から生じる問題を検討する。行為や信条を社会的実体に法的に帰属させるという問題は，
もはやもっぱら国民国家モデルを通じては解決不可能である。さまざまな分野に浸透し
ている文化的，制度的多元主義は国家という領域の中軸性を減退させており，私法と公
法という「大きな区分」にも影響を与え，さらに国境を越えた法発展のにない手の地位
をあいまいなものにしている。
本報告でのわたしの意図は（多元的主体の図式を用いて）ー一基本的には法的，政治
的な視点から―しばしば集合的個人の理論的輪郭を導いているカテゴリー上の誤りに
陥ることなく，上で指摘した帰属問題を論ずる方法を提示することである。社会学上の
タームとしての多元主義と哲学上のタームとしての主体の概念は，多元的な主体を制度
的，非制度的の双方の帰属のための法的—政治的中心として描いている 。 政治的主体は
差異と， したがって多元性を調和させる能力に焦点を当てて描かれねばならない。しか
しながら，この能力を可能とする条件を見出すためには，われわれはいくつかの歴史上
の教訓を考慮しなければならない。
近代における社会，政治統合に関する歴史は，統合プロセスを惹起するためにはシン
ボリックな方法で政治統合を表明することが必要であることを明確に示している。した
がって，制度とシンボル化の関係を検討することが本報告の主な目的である。さまざま
な民主的参加という文脈において，社会統合の源泉として政治統合のシンボル化の正し
さを直接的，批判的に確信することはかなり困難なことである。しかしながら，諸制度
によって展開された規範的要求を理性的に受け入れることができるということのみで，
統合を担保することが可能だと主張することも同じく困難なことである。そのゆえに
わたしは，シンボリックなフォームでの多元的な主体の新たな理論を展開したいのであ
る。
シンボリックなフォームということでわたしは，生産性のあるスキームもしくはルー
ルを意味している一ーーすなわち，想像力に対して特定目的に特化し，それらを検証可能
な真理の要求を提示するような想像へと転換させるスキームである。シンボリックな
フォームとしての多元的な主体は，明示化と秘匿化という相反的な過程において機能し
ている。そしてそれを明らかにすることを通じて，いったい何を秘匿しているのかを知
ることもできる。そしてこのアイデアを基礎として，超国家的な統合プロセスを可能と
する条件とははたして何なのかを確定することができるのである。
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四 VitikainenAnnamari「多文化主義と集団のメンバーシップ」 ("Multiculturalismand 
Group Membership") (ヘルシンキ大学）
過去10年ほどのあいだに，多様性と差異に関する問題が政治上の論議において大きな
位置を占めてきている。同一の政治共同体に暮らす人々が異なった背景を有し，さまざ
まな価値観や信条を有しているものと考えられてきている。そしてますます，人々はさ
まざまな価値観や信条を有しているものとしてだけではなく，文化や性志向，民族など
においても異なったアイデンテイティを有する異なった存在と考えられてきている。
人々がそれぞれ異なっていることを承認すること，そして人々のアイデンテイティは，
有意味な価値ある生を送るための必須条件であるということはまったく疑いえない。そ
してその故に，それらの違いに対処するために必要な制度的仕組みとはいかなるもので
あるのかを検討するための，さまざまな議論を導いてきた。多くの多文化主義者は特別
の集団的権利の必要性を主張してきた。しかし反面に，彼らの批判者は差異を考慮しな
いアプローチが，マジョリティとは異なる人びとの平等な権利と機会を保障することに
最も資するのだ，と主張している。しかしながら，そこで推奨されている政治的アプ
ローチは多様であるが，さまざまなアイデンテ ィティの政治的重要性が徐々に承認され
てきている。個人や集団，より大きな政治的組織が相互に接触する，その接触の仕方を
考察する場合に一―—それらの考察から生じてくる実際の政治的手段とは関係なく一~ア
イデンテイティが考慮に入れられている。わたしはふたつの重要なアイデアから本報告
をはじめる。
第 1は，それらのアイデンテイティは特別な配慮に値するという場合，主として―
共有している者もいればそうでない者もいる―杜会的あるいは集団的アイデンティ
ティが考えられている，ということ。
第2に，おそらくは第1の帰結であるが， 差異への対応の議論が，さまざまな集団も
しくはその集団のメンバーに対してどのように対応するのかという問題を巡って展開さ
れている，ということ。
これら二つの重要なアイデアから本報告をはじめることで，わたしは，集団的アイデ
ンテ イティと集団のメンバーシ ップのあいだの不安定な結びつきを明確にしたい。わた
しは，承認という概念を主たる手がかりとして，集団のメンバーシップを説明するため
にJ.ラズと KA.アピアというふたりの最近の議論を参照する。わたしは―いずれ
の議論でも集団のメンバーシ ップの承認の必要性を認めてはいるが一ーかれらが承認に
おける食い違いや，これらの食い違いが規範的政治理論にと って有している含意を十分
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に考慮に入れていないと論じる。社会的アイデンテイティの構造をさらに分析すること
によって，さまざまな差異への対応の試みと集団と集団のメンバーを承認することに
よって，そのような差異に対応する手段とのあいだの不安定な結びつきを提示したい。
さらにわたしは，社会的アイデンテイティに対する差異に対応するためのプロセスでの
より個別化されたアプローチについても論じたい。
田 GuibourgRicardo Albelto「アミナの石打」 ("TheLapidation of Amina") (ブエノス
アイレス大学）* 1
多文化主義に対する最近の見解では，各々の文化は固有のルールを保持する権利とと
もに，自らのアイデンテイティ，価値，生活様式を維持する平等な権利を有していると
みなされている。このような見かたに対するメタ倫理的根拠は社会的主体性である。主
流文化が道徳的価値観を決定するという中央集権的なものではなく，他のすべての文化
から独立した固有の文化自身によって，何が正義にかなうかを決定するような分権的な
ものである。この理論は，たとえば，若い女性の性器切除や姦通を犯した女性に対する
石打刑のような多くの事例において，国際レベルにおける人権保障ー一そこでは主軸と
なる文化が自らの価値観を「邪悪な」国々に押し付けようとしている一ーの様式とは相
いれないように思われる。
そのような問題に対する突破口は，たとえ各々の文化が固有の権利を有しているとし
ても，常軌を逸した人間の扱いをいかなる文化に対しても禁ずるような高次の道徳法が
存在するという考えである。このような主張は伝統的な自然法理論に近似しているが，
現在では宗教上の信条よりも，（ほぼ）すべての人は人間の命の価値といった基本的原
理を承認しているのだと，いうことが事実としてのべられていることに依拠している。
しかしながら人の命に関してすら普遍的原理が存在するということは真実ではない。と
いうのは，人を殺すことを認めないということに対するさまざまな例外を支持し，ある
いは一―—経済的組織や環境にかかわる諸価値に言及することなく――—人間の尊厳や自由
に関する異なった見解を有する集団も複数存在するからである。このような文脈におい
ては，現代の多文化主義は諸文化の無制限な相互尊重からではなく，善と悪に関する
ー一多様性に対する寛容の余地を伴いながらも一一集権的な決定から成り立っているの
である。
寛容の限界は主流文化の道徳的見かたに依拠し，またそのような文化が有するパワー
と，当該の主流文化の影響を受けた価値がどの程度かかわっているのかに依存している。
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したがって，諸文化間の対話の目的や，各々の当事者がどの程度まで寛容の度合いを広
げようとしているのか，あるいはまた各々の当事者の文化的パワーなどを考慮すること
が有用である；しかしながらなによりもまずは，いかなる価値が当該当事者によって支
持されているのか，あるいはまたそれらが依拠している議論のなかみと内的一貫性を
じっくり検討することが有用である。
* 1 : この報告のタイトル「アミナの石打」は，アフガニスタンで2005年に行われた，姦通を
犯した女性に対する石打刑の事例を念頭においている。タリバーン政権が崩壊した現在に
おいても，女性がおかれているアフガニスタンでの過酷な状況とそれへの改善にむけた調
査報告報告，改善勧告を行っているアムネスティ・インターナショナル日本支部は，その
ホームページ上，「AIINEX:ACSAll/00712005 アフガニスタン：未だ攻撃にさらされ
る女性達一組織的保護の欠如 アフガニスタ ／ ストップ！ 女性への暴力」において，
つぎのように報じている (http://www.amnesty.or.jp/library/ pdf /Afghanistan 2005 July. 
pdf)。「今も続く暴力の文化女性や少女への暴力，その他の人権侵害はアムネスティ・
インターナショナルや他の人権団体によ って報告され，文書化されている。2000年，女性
に対する暴力に関する特別報告者は人権委員会に提出された報告書において，「世界の多
くの国で女性差別につながる行為を許容するようなことはあるが， 一部の国では差別が政
策にさえなっている。アフガニスタンにおいてタリバーンが支配する地域では，女性差別
は正式に是認され，女性の人生のあらゆる部分に浸透している」と述べた。（中略） 2005 
年4月および5月，アフガニスタン北部で起きた異なる二つの事件で四人の女性が殺害さ
れた。4月下旬，アフガニスタン北西部バダクシャンで29歳のアミナは違法に殺害された。
地域のウラマー（宗教評議会）が彼女に姦通罪で石打ちによる 「死刑」を宣告したが，実
際の殺害は家族によるものとの疑いがある。（中略）過去26年間における周期的な平和と
政権交代にも関わらず，暴力と差別という高いリスクが女性の生活に付きまとうというの
が変わらないアフガニスタンの特徴であった。」
因 Falcon y Tela Fernando「多文化主義と人権」("Multiculturalismand Human Rights") 
（マドリッド・コンプルテンセ大学）
近年われわれは人権の分野において，一種の革命，つまり歴史における転換点を目の
当たりにしている。目にあまる人権侵害と共に相変わらずの人権濫用が行われているに
もかかわらず，人権は進化してきている。しかしながら，過去において人権に関する多
くの戦いに勝利し，目標を達成してきているが，不正に対する戦いは継続し，いまなお
終了していない。油断なく目配りをし，活動の停滞をもたらしうる自己満足は避けなけ
ればならない。われわれはすでに長い道のりをたどってきたがさらに前途多難である。
克服しなければならない阻害要因のひとつは多文化主義の問題である。多文化主義とい
うことで現在何が意味されているのかに関する理論と実践とが， 1980年代から，もとも
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とはアメリカにおいて，ついでヨーロッパにおいて展開されている。
この報告では多文化主義と人権の問題を論じる。そのなかで，現在生じている現象と
しての多文化主義が何を意味しているのかに言及する。すなわち，「自民族中心的な」
教育に対する多文化主義的な教育と，キー概念たる寛容；多文化主義の問題に対する国
家の対応；中立か干渉主義か？；コンフリクトの価値；リベラリズムとコミュニタリア
ニズムの対立と「コスモポリタン」という選択肢；個人の権利と集団の権利，およびマ
イノリティの尊重；多元主義；道徳上の気質の分類；そして最後に，多文化主義とマイ
ノリティの尊重に反対する，世論を操作する者としてのメデイア，等々である。
（七） Saulius Arlauskas「人権理論における基本理念」 ("SomeFundamental Ideas of the 
Human Rights Theory") (ミコラス・ロメリス大学）
現在に至るまで，人権の妥当根拠あるいは人権のなかみは何なのかをめぐる議論が，
哲学や政策科学において続けられてきている。同時に，人権にかかわる事件の解決のす
べては（一般的に直感的に）哲学的あるいは法的ではない議論に依拠している。このこ
とは，人権の合理的根拠に対する理論的考察は，人権学説そのものを発展させることに
寄与するということを明らかにしている。人権の合理的な妥当根拠に関していえば， 3 
つの最も重要な理念を用いることが可能である： I. 哲学的な態度としての自由の理念
で，それは人権のなかみを決定づけている。I. 人間の特定の自由（権）の理念で，そ
れは法律上の同一概念との事実上の相互交流を意味し，また人権問題に関して社会的諸
環境との相互の結びつきを要求する。皿異なった哲学的態度の等価的適応の理念で，
それは異なった哲学的態度は人権 （自由）の特定の妥当根拠を明らかにするために等し
く重要であることを予知している。
I. それぞれの哲学的人権学説は，人権のなかみのエッセンスを決定づける基本的理念
を前提としなければならない。たとえば，良心の自由，言論の自由，信教の自由，契
約の自由，移転の自由は，それらの人権のエッセンスが自由の理念によって表現され
ていることが見出される。人権における積極的自由は個人が尊厳をも って生存するこ
とを可能とする （すべての人に平等に（カント，ヘーゲル））。消極的自由は国家に
よって確立された人権に対する法的制限である（バーリン，アレクシ ）ー。
I . 個人は形式的にはすべての権利を与えられている （人権における平等性の原理）。
しかし，さまざまな人々はさまざまな権利を有し，彼らにとって特定の権利（自由）
あるいはいくつかの権利（諸自由）の保護を保障することが必要であるということが，
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ある個人もしくはその周りの人びとにとって明らかな場合には，人生において極端な
条件が現実にあらわれてくる。たとえば，船が沈没しつつあるときに，すべての乗客
は彼ら自身の生命権のみを考えるだろう 。そしてすべての救助者は，沈みゆく乗客の
命を助けるという彼らの責務のみを考えるであろう 。あるいは何らかの取引をする場
合に，売り主と買主は彼らが契約上有している権利を与えられているということが，
彼らにとって最も重要である。諸個人の人権の「固有の」なかみは，権利のエッセン
スに関する議論が極端な（絶対的な）社会状況（たとえば，社会権のなかみのエッセ
ンスが不確実のベールに隠されている状況に関して，公平に議論している間に決定さ
れるというようなジョン・ロールズによって描かれている場合）において行われてい
る場合には正しく確立されるであろう 。
皿人権の合理的基礎は社会的制度としての権利の哲学的な―それはさまざまな哲学
的な法学説によって説明される―仮定によって明らかにされねばならない。自然法
理論（アキナス，カント，フィニス）は，人権がモラルとどのように結びついている
のかを（理性を論じることによって）説明する。法に対する倫理的な解釈学アプロー
チ（ガダマー，テイラー，マッキンタイア）は，人権をコミュニティの伝統と諸価値
とに合理的に結合させねばならない。手続的一実証的な法の概念（ハート，ハバーマ
ス）は，手続きすなわち議論の参加者が，人権の妥当性とそのなかみに関する合意を
追及するための議論に参加することを可能とする手続きを確立しなければならない。
特定の事例。生命と健康に関する権利のなかみは，極端な（絶対的な）状況を考慮に
入れるならば明らかになるだろう 。たとえば，ある人がこん睡状態にあり，なにがし
かのことを要求する権利を求めており，周りの人びとがその人の要求を尊重する義務
の存在を決定した場合。生命にかかわるさまざまな状況が存在し，それらの状況は権
利と類似もしくは同じ非対称的関係を予知している。同様な状況においては，生命権
に対する妥当根拠とそのなかみについての有益な議論は，つぎの諸条件によって決定
づけられる。a)論者が人間の生命の理念を基本的価値と考える―自然法の議論；
b)論者が彼らの道徳的資質を人道主義の伝統に帰属させ（特定の自然人が最高の価
値と考えられている），また彼らの人格を「慈善」の価値と関連づけている（自然に
価値をおく肉体的な人間存在） 一——法に対する倫理的な解釈学的概念の議論； c)論
者はこん睡状態にある人もまた議論への参加者で， （目的として）排他的請求権を有
しており，かつその周りの人びとはその議論の参加者であり，その要求に応じなけれ
ばならない（彼らは手段である），と信じている―手続的—実証的な法の概念の議
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論。上述の諸条件を受け入れることによって，こん睡状態にある人は人間の生命を支
持することを保障する扱いに対する権利を有している，と主張することは正当である。
極端な自然状況における同様な条件は，たとえば科学研究における胎児の利用の問題
や中絶，クローニング，そしてその他の健康に対する権利についての問題などを論ず
る場合の議論のモデルを提供している。
V¥) Akanmidu Raphael Adebisi「国家主権と人道主義的介入：多元主義者と連帯主義者
の論争とグローバリゼーションの諸課題の分析」 ("StateSovereignty and Humanitarian 
Intervention : Analyzing The Pluralist-Solidarist Debate and Challenges of Globalisation") 
あらゆる国家は国家主権の承認と尊重を求められている，ということを暗に意味する
ほど国家主権はきわめて重要である。本報告では，この権利が神聖性に対する信用をほ
とんど奪われてしまうような挑戦に直面している，ということを論じる。グローバリ
ゼーションによって世界の政治システムにもたらされた変化は，人道主義的介入が不可
避の政治的行為であるようなさまざまな態様で，国際社会の利害を多極化している。本
報告は主としてこの問題に関する多元主義者と連帯主義者の論争にもとづいて構成され
ている。
多元主義者はつぎのように主張しつつ，国家主権の神聖性を認めている。すなわち，
主権は弱小国が大国に対抗し，また介入主義が不法で正統性を有しないということを保
障する唯一の保護物である。……そしてそれらの目的のために，多元主義者はつぎのよ
うに論じている。国際社会は，諸国家が自国のさまざまな利益を追求することを許容す
る，相互承認にもとづく実践的共同体である。他方で連帯主義者は，連帯主義の下でさ
まざまな国家は，一定の道徳的規準に関する合意に至り，お互いの発展のためにそれら
の道徳的基準を支持する道徳的責務を有している， と考えている。したがって国家主権
は人権の侵害者がなしうるような抗弁のための手がかりにはならない。国家が有してい
る主権は神聖ではない。
このような論争に対する本報告のポイントは，国家主権が挑戦を受けていること，そ
してグローバリゼーションは特につぎの 3つの次元から論争にかかわる問題であること
を確認することである。すなわち，第 1に，国家のさまざまな境界はグローバリゼー
ションによ ってもたらされた新たな利害の故に浸透性を有していること；第 2に，連帯
主義はグローバル化した世界において個人主義を無視していること；そして第 3に，人
類の利害は連帯主義の優位とその勝利を伴いつつ，以前よりもより一体化されている，
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ということである。
非常な抑圧と人類の苦しみの増大を伴うさまざまな変化に直面して，国家主権は絶対
的ではなく，政治的安定を維持する責務，義務をも伴っているのである。したがって，
政治的な安定性と不安定性が両者の論争の中核をなしている。グローバリゼーションは，
同質性と内部での異質性の原理を追及する。したがって世界は，良き統治を欠くことか
ら生じる大きな集合的利害関係が，国家主権をも集団的に破りうる地球村となっている
のである。国家主権の中核をなす意味は，国家が国内外において平和である限りにおい
てのみ不可侵だ，ということである。
W Liu Shing-1「グローバル化のひとつの基礎としての黄金律」 ("TheGolden Rule as 
One Basis of Globalization") (国立台北大学）
これまでわれわれはひとつの地球においてではあるが， さまざまな世界に住んでいた。
そして現在はひとつの世界で相互に密接に影響しあうが，多くの重要な点において相互
に独立した世界に住んでいる。同時にわれわれは，さまざまな伝統を有しつつひとつの
近代世界に到達している。また，各国の政治組織や人権の普遍性，男女の関係，マイノ
リティの自由などの重要なことがらに関して，相互に大きく異なった観念をも有してい
る。それらの相違は文化間のことがらにはとどまらない。したがってわれわれは，グ
ローバル化の展開と地域の発生という状況における法的基礎の研究は，極めて重要だと
考えるのである。
互酬性がほぼすべての大宗教や文化に見出される基本原理である。それは，多くの実
定法上の近代的な人権概念にとって最も本質的な基礎といえるだろう 。黄金律が互酬性
の基礎であり人類（人道）の道徳的基本形態であり，さまざまな文化やすべての世界の
偉大な宗教において確固としたものとされている。知識，創造力，そして黄金律ととも
に，われわれは道徳的思考においてさらに進展することができるのである。黄金律は一
貰性の原理として最もうまく示されうる。黄金律はいかなる特定の行為をなすべきかを
語りはしない。それは通常の道徳的規範の代用を成すものではない。それは行為の善悪
にかかわる無謬の閤導原理ではないし，すべてのことがらに解答を提供するものでもな
い。それはたんに一貫性を描いているに過ぎない一一ー すなわち， （立場が逆転した行為
において）われわれの欲しないことを，われわれは（他人に対して）なすべきではない，
ということにすぎないのである。その原理は行為の一般的性質に基礎づけられている故
に，それは一定の物理的必要性を有しているということに注意することは重要である。
- 349 - (1679) 
関法第64巻第5号
上で検討した権利に対する正当化のための議論のいくつかは—合理的必要性を有す
ることがらとして，すべての合理的な人々にとって受容可能であるというための条件を
満たしていないが故に一ー失敗に帰するということを本報告では提示する。
五．スペシャル・ワークショップでの報告要旨訳出ー一ー「法，
宗教と政治—批判的視点からの比較における哲学と神学
の観点」 (Law,Religion and Politics : Philosophical and Theological 
Perspectives in Critical Comparison) 
「宗教と法のかかわりはきわめて複雑かつ多様である。というのは，一面におい
て，宗教も法もともにあらゆる人間社会に遍在し，その意味で両者は普遍的ともい
いうる中核的ファクターを有しつつも，他面において，各々の宗教や法が，時代や
場所，国や民族，社会，文化などのちがいに応じてきわめて多彩な形態や内容，働
アプローチ
きを有しているからである。したがって， さまざまな視点から接近のが可能であり
また不可欠でもある。」（角田猛之 『戦後日本の 〈 〉一法文化学構築にむけて一』
（関西大学出版部， 2010年） 199頁）
「2 〈宗教と法〉をめぐる 〈法文化の探求〉」の冒頭において， 〈宗教と法〉の複
雑な関係の一端をこのように指摘している。法と宗教をめぐる問題はわたし自身の
比較法文化学において最も重要なテーマのひとつと考え，これまでにもさまざまな
論考や学会報告等にて検討してきた（たとえば，日本法哲学会・ 2002年度大会企画
委員長として，統ーテーマ「宗教と法一聖と俗の比較法文化」を組織し，大会冒頭
で企画趣旨（「統一テーマ「聖と俗の比較法文化について」）を説明するとともに，
わたし自身も「宗教と法をめぐる比較法文化ー一天皇制とオウム真理教を手がかり
にして」という報告を行った（『宗教と法一聖と俗の比較法文化』『法哲学年報2002
年度』）。
IVR国際大会では， 2005年に開催された第22回グラナダ大会以降企画，運営されて
いる「スペシャル・ワークショップ」では，つぎのような新旧織り交ぜたさまざまな
テーマが取り上げられている。たとえば，法的推論やリベラリズム，正義論，自然法，
法実証主義などといった法哲学プロパーのオーソドックスなテーマに加えて，生命・環
境倫理，多文化主義，グローバル・ジャスティス，人道主義的介入，法と文学，その他
の新しいアクチュアルな問題である。そして当然のこととして，法と宗教をめぐる問題
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も一―-「法，宗教と政治――—批判的視点からの比較における哲学と神学の観点」という
セッションにおいて，文字通り最もオーソドックスな問題のひとつとしてさまざまな宗
教的，学問的視点，スタンス，領域—純粋な神学の立場はもちろん，政治学，哲学，
法哲学，倫理学，等々一~ さまざまな問題が論じられている*1 0 
* 1 : 日本法哲学会でも， IVR国際大会において「スペシャル・ワークショップ」がスタート
した2005年以来，法哲学会の理事会（理事長・竹下賢），企画委員会を中心にして検討し
てきた「法哲学会ワークショップ」が， 2008年に学習院大学で開催された学会大会からス
タートした（ワークショップ開催の提唱者で，初代のワークショップ担当理事たる竹下賢
から2009年に引き継いで，（在外研究中の2011年から2012年をのぞいて） 2013年までわた
しが担当理事を務めた）。
従来の学会大会では，個別報告からなる分科会と統一テーマに関する報告と討論とい
う大会形式が，長年にわたって踏襲されてきた。しかしながら，このような固定的な開
催にとらわれずに，シンポジウム，研究会，討論会，意見交換，その他のさまざまな形
態と，自由な発想にもとづくバラエティに富んだテーマの下で，開催責任者を中心に企
画，実施し，自由な討論の場＝フォーラムとすることをねらいとして，ワークショップ
がスタートしたのである。
2008年以来ワークショップで取りあげられたさまざまなテーマを IVR国際大会での
テーマと比較すると，相当に類似する傾向がみられる。そしてこのような「相同性」も，
法哲学の世界におけるまさにグローバリゼーションの帰結であるといえるだろう 。そこ
で国際法哲学会との比較をも念頭において， 2008年以来の各年度の日本法哲学会ワーク
ショップで取りあげられたテーマと開催責任者を以下に掲げておく 。
2008年度：「東アジアの法制度，法文化とその多層性，多元性ー多文化主義，多元的
法体制論，比較法文化学の視座から」（開催責任者・角田猛之）；「『法と経済学』と
法理論のあいだ：合理性と公共性」（開催責任者・常木淳）；「遵法義務論の問題地
平」（開催責任者・瀧川裕英）
2009年度：「アダム・スミスの現代的意義」（開催責任者・中村浩爾）；「動物の法的地
位についての法哲学的考察」（開催責任者・古澤美映，嶋津格）；「要件事実論と起
案技術一法律学方法論からの検討」（開催責任者・樺島博志）；「ドゥウォーキンの
法哲学と政治哲学」（開催責任者・宇佐美誠，濱真一郎）
2010年度：「R.アレクシーの法理論」 （企画責任者・足立英彦）；「法と文学 (Law
and Literature)の展望」（企画責任者・谷口功ー）；「規範の内容的基礎はどこにあ
るか一生命倫理の場で」（企画責任者・野崎亜紀子）；「ロールズの正義論を検討す
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る」（責任者・渡辺幹雄）；
2011年度：「ヘーゲルと現代ー法・国家・市民社会」（企画責任者・篠原敏雄）；「日輯
における司法への国民参加一日本の裁判員制度との比較を通して」（企画責任者・
岡克彦）；「親密圏／家族と法」（企画責任者・那須耕介）；「法とノルムの哲学ーミ
シェル・フーコーから法理論へ」（企画責任者・関良徳）
2012年度：「グローバル状況下での多元的法体制における人権および人権をめぐる法
文化—法学・人類学の視点から」（開催責任者・角田猛之）；「国際法哲学の可能
性一国際法学との対話」（開催責任者・郭舜）；「『後藤新平』から読み解く統治の技
法と哲学ー公衆衛生・植民地統治と法」（開催責任者・鈴木慎太郎）；「法と科学の
不確実性ー『科学裁判』から考える司法の正統性」（開催責任者・吉良貴之）
2013年度：「クイア法理論の可能性を探る」（開催責任者・綾部六郎）；「規範理論と実
証理論との対話リバタリアン・パターナリズムを手がかりに」（開催責任者・若松
良樹）；「カントの理性法論と共和主義グローバリズムの視点から」（開催責任者・
竹下賢）；「グローバル化と公法・私法の再編」（開催責任者・浅野有紀）；「民事事
実認定の実像を求めて」（開催責任者・小林智）；「司法権の独立と司法による自然
法の実践最近明らかになった砂川事件関連米公文書」（開催責任者・布川玲子）
2014年度（予定；ただし，法哲学会理事会承認済み）：「立法をめぐる法思想ー19世紀
におけるドイツとイギリスを中心にして一」（企画責任者・村林聖子）；「ヘーゲル
と市民法学・立憲主義・共和主義「マルクス主義市民法学」でもなく「近代市民法
学」でもなく（仮題）」（企画責任者・酒匂一郎）；「性風俗と法秩序」（企画責任
者・陶久利彦）；「熟議民主主義と現代」（企画責任者・大野達司）
そこで本資料では，わたし自身の上記の関心をも踏まえて，以下の 9本の報告要旨を
訳出する。これらの報告のキーワードは，教会と国家の関係，信教の自由，世俗化，法
と良心，宗教的寛容，ユダヤ・キリスト教とイスラーム，等々である。
Dobrochna Bach-Golecka「宗教，政治と法―-1945年以降のポーランドにおけ
る教会・国家の関係に関する若干の問題」 ("Religion,Politics and Law Some Remarks 
on The Church-State Relationslzips in Poland After 1945") (ワルシャワ大学）；
Winfried Brugger 「敵意から協同の承認—教会と国家の関係と信教の自由に関す
るさまざまなモデル」("From Animosity to Recognition to Identification : Models 
of the Relationship of Church and State and the Freedom of Religion") (ハイデルベ
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ルク大学法学部，マ ックス・ウェーバー・社会・文化研究センター）； Lisbet 
Christoff ersen「法，宗教とイスラム」 ("Law,Religion and Islam") (コペンハーゲ
ン大学）； Sarah Conly「宗教実践をなぜ保護するのか」 ("WhyProtect Religious 
Practice?") (ハーバード大学倫理学センター）； Perry Dane「神聖なる世俗的制
度」 ("AHoly Secular Institution") (ラトガーズ大学）； Markus Goritschning「ル
ソーの契約民主主義と市民宗教」 ("Rousseau'sContractual Democracy and Civil 
Religion") (ウイーン，オーストリア）； Jorgen Huggler「法と良心：国家，宗教，
そして寛容に関する哲学的考察」 ("Lawsand Conscience. Philosophical Reflections 
on State, Religion and Tolerance") (デンマーク教育大学）； Klemen Klun「ユダヤ
伝統における法， 宗教，道徳」 ("Law,Religion, and Morality in Jewish Tradition") 
（リュブリアナ大学）； Bart C. Labuschagne「聖職者，国王，そして預言者：近代
民主主義の精神的な前提条件としての政治ー一神学的三位一体論」 ("Priest,King 
and Prophet: A Study in Political-Theological Trinitarianism as a Spiritual 
Precondition for Modern Democracy") (ライデン大学）
（一） Dobrochna Bach-Golecka 「宗教，政治と法—1945年以降のポーランドにおける
教会・国家の関係に関する若干の問題」 ("Religion,Politics and Law Some Remarks 
on The Church-State Relationslzips in Poland After 1945") (ワルシャワ大学）
本報告は 3部に分かれている。第1部はカトリック・コミュニティの自己認識と，教
会と外部世界との関係についてである。そこでの内容はさまざまな原典にもとづいてい
る。第 1には，聖書解釈と結びついた教会の伝統的教義を提示する。第2に，政治の本
質と役割に関するカトリック当局のさまざまな公式見解を分析する （すなわち第 2バチ
カン公会議の文書や教会の社会問題に関する教義についての回勅や他の文書など）。そ
して第 3には，そこでの分析をカノン法典と関連するカノン法の法的解釈に裏づけつつ
結論づける。
第2部では， 1945年以降のポーランドにおけるカトリック教会と政府当局との関係に
関する事例研究に依拠しつつ，これらカノン法規範の具体的適用について検討する。そ
の分析は大きく 2部に分けられる。第lは1945年から89年までの社会主義時代であり，
第2部は89年以降の現在の移行期である。とくに注目するのは，コンコルダート (1993
年）と憲法 (1999年）の結論や，財産や財政に関する諸制度，教会教義の機能，中絶法，
浄化，教会系政党の役割，位階制と平信徒の関係，教会の布教や任務の連携に対する
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ヨーロ ッパ統合のインパクト，等々に関連して論じられている問題である。それらの分
析は，ポーランド以外の中央および東ヨーロッパの国々における，教会と国家の関係の
諸事例をも考慮しつつ比較の視点から検討される。第2部は教会の社会問題に関する認
識の諸事例によって結論づけられる。
第3部では， L.GiussaniやE.Corecco, A. Dulles, J. Ratzingerといった，現代の神
学者や教会法学者の理論に依拠しつつ個々の具体的問題の再解釈を試みる。
口 WinfriedBrugger「敵意から協同の承認にむけて一ー教会と国家の関係と信教の
自由に関するさまざまなモデル」 ("FromAnimosity to Recognition to Identification : 
Models of the Relationship of Church and State and the Freedom of Religion") (ハイデ
ルベルク大学法学部，マックス・ウェーバー・社会・文化研究センター）
1. 1967年アルバニア憲法67条「国家はいかなる宗教も承認しない。国家は科学的で唯
物論的世界観を人民に浸透させるために，無神論的な見解を支持し発展させる。」
2. アメリカのジャクソン最高裁判事は，エバーソン対教育委員会事件 (Eversonv. 
Board of Education)の反対意見においてつぎのように判示している。メッセージ，
領域，組織において完全なる分離が，「国家にと ってベストでありかつ宗教にと って
ベスト」である。
3. エバーソン事件の多数意見。「修正第 1条は宗教信者と無信心者の双方にとって中
立たることを国家に求めている。しかし国家がかれらの敵たることは求めていない。」
4. 絶対的な分離は求められていない。たとえば，公立学校での中立的立場からの宗教
教育や教会税の賦課に対する国家の援助，また大教会に対する （正規の）公法人の地
位を付与することなどである。
5. 国家教会あるいは国教が法によって設立される。同時に宗教上の自由が保障される。
（大規模な）教会／宗教と国家との明確な分離ー一一平等性と中立性が弱まってきている
が—~ 多くの場合に統治に関するメッセージや機構，領域と精神生
活に関するそれらとのあいだにはへだたりがある。
6. 神権政治への接近。世俗と聖なることがらや機構との融合。支配的な教会の優先。
パキスタン最高裁はつぎのように判示している。「(I) イスラーム法すなわちシャリ
アはわが国の最高の法であり，憲法を含むすべての立法はシャリアに従わなければな
らない。 (II) イスラーム法は自明で確固とした法典である。近代において国家が直
面する，憲法上の問題や基本的人権に関する諸問題を含むあらゆる問題に対する解答
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を見いだすために，なんらの改訂や改良を行うことなく実施されうる法典である。
(il)ムスリムが多数派をしめる国家においては，多数派と歩調を合わせず攻撃する
ような宗教信者や宗教上の実践に対しては，保護を与える必要はまったくない。そし
て， (N)国際的な人権法の命令はイスラーム法の見解に従わねばならず， したがっ
てイスラーム国家における信教の自由に関する諸問題はそれとは無関係である。」
国際法（人権条約）は，信教の自由に対する敵対性ゆえに上記のモデル lと6を排除
している。基本的な分離システム（モデル 2から 4) においては，教会／宗教と国家の
機構上の相違と信教の自由のあいだの関係はつぎのようである。
I教会／宗教と国家の構造上の関係： 1. 分離あるいは協同しない， もしくは独立。
2. 中立もしくは平等な処遇
I憲法上の権利としての信教の自由： 1. 自由；信仰を持つこと，持たないこと，お
よび実践することに関して強制しない。2. 平等権：信仰を持つこと，持たない
こと，および実践することに関して差別しない。
曰 Lisbet Christoffersen「法，宗教とイスラーム」 ("Law,Religion and Islam") (コペン
ハーゲン大学）
リファ・パルティシ (RefahPartisi)事件（リファ・パルティシ（福祉党）その他対
トルコ事件 (Appl.Nos 41340/98; and 41344/98)) においてヨーロッパ人権裁判所は，
ヨーロッパにおける法と宗教に関するきわめて明解な判決を下している。その事件は第
1審において17対0で判決された。すなわち，信教の自由はトルコのムスリム市民に
とっての法的手段として，シャリアを援用するための議論たりえない＿また，多元的
法体制の観点からの議論や信教の自由に基礎をおく個人の選択の自由の議論にも依拠す
ることはできない。
この判決はヨーロッパにおいてしばしば，多元的法体制論もしくは混合法文化の視点
から分析されている。その種の議論はすでにこの事件においても提示されていた。
しかしながらこの事件は，個人と集団の信教の自由，宗教にもとづくコミュニティの
法的自律そして宗教と法の分離といった， ヨーロッパ人権規約第 9条に関連する宗教の
概念についての，ヨーロッパの古典的な宗教と法の視点からも分析可能であった。
そしてこの視点からすれば，この事件はつぎのような問題を提起するであろう。すな
わち，はたしてイスラームは一ーキリスト教（カトリックのみならず他の宗派も）とユ
ダヤの伝統において不可欠であったように＿信教の自由が論じられる地域と，法的議
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論と法的デイスコースに属する地域を分離することが可能か否か，また可能である場合
にはそのような境界線をイスラーム世界内のどこにひくことが可能か， といった問題で
ある。
四 Sarah Conly「宗教実践をなぜ保護するのか？」 ("WhyProtect Religious Practice?") 
（ハーバード大学倫理学センター）
宗教に対する政府の政策はいかにあるべきなのか。アメリカの連邦政府はふたつの明
確な政策を有している。すなわち，国教を樹立しないことと宗教実践を行おうとする者
の自由な宗教行為を保護することである。これらの政策が実際上いかなる意味を有する
のか， とりわけ私的宗教の自由な実践を許容し得ないこととして妨害することはいかな
る意味を有するのか，について多くの議論が行われている。
この問題に関する法解釈には多くの人々がコミットしてきたが，道徳上の問題は十分
には着目されてこなかった。なぜわれわれは自由な宗教実践を保護すべきなのか。かり
に大半の宗教信条が誤りであり （そして相互にかなり対立しかつその大半が誤った信条
である場合），また宗教上の違いがセクト同志の暴力を生み出しているとするならば，
政府はなぜ宗教上の保護を正しいと見るべきなのか。宗教実践を行っている市民は市民
権を有しており， したがって他の理由と同様に，宗教のゆえに虐待されたり害されてな
らないことは明らかである。しかしながら，なぜ政府はかれらの宗教実践をそれ自体と
して保護しなければならないのか。国家の諸制度は，場合によっては人種主義者や性差
別主義者の信条を阻止しているのと同様に，宗教上の信条を積極的に阻止すべきである
と論ずる者もいる。
本報告では国家機関による宗教実践の保護は道徳的に基礎づけることはできない，と
いうことを論ずる。
固 Perry Dane「神聖なる世俗的制度」 ("AHoly Secular Institution") (ラトガーズ大
学）
本報告では同性婚の擁護者によってしばしば論じられている主張，とりわけグッド
リッジ事件におけるマサチューセッツ最高裁の見解，すなわち「民事婚 (civil
marriage) は……聖なる世俗的制度」であり， したがって婚姻に対する宗教的見かたは，
民事婚を異性のカ ップルのみに限定することに関する憲法上，政策上の議論とは無関係
であるという主張を検討する。婚姻の宗教的，世俗的そしていわゆる「自然的」次元は，
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実際上，相互に深く絡み合っている。したがって，宗教信条者は婚姻に関する論議にお
いては正当なる利害関係を有している， ということを本報告では論じる。このことは，
宗教にもとづく同性婚の反対者が政策論議あるいは憲法上の議論のいずれかにおいて拒
否権を有しているということを意味していない。わたしはまった＜逆のことを論じる。
しかしながら，その問題は同性婚の多くの支持者が喜んで認めるよりも，より複雑で法
的，理論的に微妙であるということを示唆するものではない。
わたしはこの報告において，同性婚に関する現在の論議におけるひとつの重要なテー
マを若干微妙な方法で明らかにしたい。 そのテーマは-—ーしばしば同性婚の支持者に
よって論じられ，グッドリッジの見解にあらわれているマサチューセッツ最高裁の分析
の中心に位置する見解である一「民事婚は……聖なる世俗的制度」であり， したがっ
て婚姻に対する宗教的見かたは，民事婚を異性のカップルのみに限定することに関する
憲法上，政策上の議論とは無関係であるという主張のなかに含まれている。
本報告の目的はふたつある。ひとつは，あまりにも論争的になりすぎた同性婚に関す
る論議に対して，ある意味合いと知的公正性を付与すること，そして興味深く実り豊か
に終結するような議論と分析をその論議のなかに付け加えること，のふたつである。
因 MarkusGoritschning「ルソーの契約民主主義と市民宗教」 ("Rousseau'sCon-
tractual Democracy and Civil Religion") (ウイーン，オーストリア）
古典的な契約理論のラストをかざるルソーの社会契約論の最後の箇所で，著者が近代
の政治理論に持ち込んだ新しい概念，すなわち市民宗教に関する注目すべきチャプター
を見いだす。ルソーは本書の大半を書き終えたのちに，そのチャプターを書き足したと
いう事実は横におくとして，国家のあらたな基礎づけすなわち諸個人間の契約という基
礎づけには，最後のところは満足していなかったという結論に至るいくつかの兆候が存
在する。良き共同生活を送ることが市民宗教の諸原理によって認められていなければな
らず，市民宗教を信じない者はすべて良き市民たり得ないが故に，単に国家から追放さ
れなければならない*1 0 
さらにルソーはキリスト教共和国を，市民宗教提唱に先立ってそれ自身矛盾であるも
のと宣言している。その理由は，ふたりの主人に仕えることとふたつの祖国一ーそのう
ちのひとつはこの世にはない を持つことから生じる混乱である。
他方でルソーは， とりわけ（大衆）近代社会（かれは貧しい社会と明言する傾向があ
る）では，道徳的な行動はその基礎において宗教を必要とすることを前提としているよ
- 357 - (1687) 
関法第64巻第5号
うである。ルソーが提示した解答は，キリスト教に対して信仰を私的なものとすること
によって新しい共和国にその場所を与えるというものである。現在の議論とくに倫理は
伝統的宗教から生み出されてはならないという議論と一ーそ。れらは国家と法と衝突しう
るので―矛盾している。それにもかかわらず，市民宗教の若干の原理はかなりの程度
まで一神教的信条から抽出されたことがらを記述している。
本報告では社会契約論のなかで展開されているルソーの市民宗教の理論は，伝統宗
教に関する限りにおいて世俗的であると言いうるということを明らかにしたい。驚く
べきことに，かれは国家，宗教そして社会のあいだの新たな狭義の結合を提唱してい
る 。 社会—政治的分野におけるこのような認識を基礎づける理由と，フランス革命後の
国民国家の発展に対する考えられる影響については，本報告において提示されねばなら
ない。
わたしは，近代民主主義が開始した時期に機能しはじめたこの概念の，国家，法そし
て宗教に関する現在の問題との関係性から議論をはじめ，それが今日いかなる意味にお
いてヨーロッパを神経質にさせる以上のものであるかを明らかにしたい。
* 1 : ルソーは宗教を社会との関係において，「人間の宗教」と「市民の宗教」に区分してい
る。人間の宗教とは，「神殿もなく，祭壇もなく，儀式もなく，至高なる神の純粋に内的
な礼拝と，道徳の永遠の義務とに限られているのであって，純粋にして単純な福音の宗教
であり，真の有神論，人々が自然的な神のおきてと呼びうるものである。」それに対して
市民の宗教とは，「ある特定の一国で定められ，その国に神々，すなわちそれぞれに固有
の守護神を与える。この宗教は，その教義，儀式，法によって規定された外的な礼拝を
もっている。これを信奉している唯一の国民を除けば，すべての者が，この宗教にとって
は，不信の徒，異邦人，野蛮人である。この宗教は，人間の義務と権利とを，その祭壇
［の支配］の範囲内にしかひろげない。原始の諸民族の宗教は，すべてこのようなもので
あった。これらの宗教には，市民的ないしは実定的な神のおきてとよぶことができよう。」
（ルソー，桑原・前川訳 『社会契約論』（岩波文庫） 184-185頁）
そしてルソーは，「それぞれの市民をして，自分の義務を愛さしめるような宗教を市民
がもっということは，国家にとって， じつに重大なことである」 (190頁）として，強固な
統一国家の形成にと って，ルソーのいう市民の宗教が不可欠たることを社会契約論の最終
章において強調しているのである。ルソーは言う。市民宗教は「神の礼拝と法への愛とを
結びつけ，また，祖国を市民たちの熱愛の対象として，国家に奉仕することが，とりも直
さず守護心に奉仕することだと教えて」いる。それは「一種の神政であって，そこでは統
治者のほかには教主を決してもつことを許さず，行政官以外には僧侶をもつことを許さな
い。そうなれば，祖国のために死ぬことは殉教におもむくこととなり，法をやぶることは
不敬である」，と (185-186頁）
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（七） J0rgen Huggler「法と良心：国家，宗教，そして寛容に関する哲学的考察」 ("Laws
and Conscience. Philosophical Reflections on State, Religion and Tolerance") (デン
マーク教育大学）
よく統治された国家における良き法の教育的役割は，哲学においては周知のことであ
る。しかし欠陥のある国家においては，宗教はしばしば良心の表明としてのみならず，
人間が作った法よりもより大きな正統性を有する神の法の具体化としてあらわれる。住
民の特定の利害を超越し，宗教セクト間の敵対をも超えた存在としての国家の不動の
優位性によって可能となる寛容は，いまや人間が作り出したあらゆる政治秩序の可能性
を原理的に問題とする，正統性をめぐる闘争へと転換している。政治秩序は道徳的な人
間がいない状況においても維持されなければならないが (J.G. フィヒテ），良心は現実
の秩序のみならずすべての政治的に構成された秩序をも廃棄する，真の宗教の基準であ
る。
しかしながら，宗教上の良心と宗教上の権限の求めは，複雑化した社会における分業
と権限の分配には適合することはできない。そこで，ヘーゲルや他の政治思想家によっ
て，誤って統治されている社会の事例は政治における宗教的優越の要求も，正統性を有
する統治の宗教的基礎をも具体化することはできない，と論じられてきている。よく統
治された国家の法は，理性的な「人倫」すなわち政治体に内在する倫理の一般的，知的
表明として機能している。したがって，国家と宗教の起こりうる対立としては，ふたっ
のかたちの良心の対立とみなされる。その際に国家は，多くの宗教が存在しあらかじめ
法の内容がわかるが故に，優越する者として認識されねばならない。しかしながら，生
活し思考する人々の精神を通じて国家を維持しなければならないという問題に直面して，
われわれは同じく国家の弱さをも認識しなければならないのである。
I;¥) Klemen Klun「ユダヤ伝統における法，宗教，道徳」 ("Law,Religion, and Morality in 
Jewish Tradition") (リュブリアナ大学）
現代社会では法と宗教はそれぞれ分離され，道徳はほとんど宗教と関係がなく，そし
て法が国家とその普遍的な（市民的）規制の排他的領域であるが，古代社会では状況は
まったく異なっていることを記憶しておかなければならない。立法が有する世俗的
Gus) と宗教的 (fas) な側面は，ローマ法の伝統において密接に結びついており，ま
たギリシャ法でもその他の古代の法体系においてもそうであった*1 0 
ユダヤの法思想と宗教思想は大半が流浪状況のなかで展開したもので，ユダヤ人は国
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家も市民権もまた家族，学校そして宗教法廷以外にはいかなる世俗的制度をも有してい
なかった。そのゆえにユダヤの賢人たちは，何世紀にもわたってグレコーローマン伝統
から知られているように，他とは若干異なる法と正義へのアプローチの仕方を展開して
きたのである。ユダヤの法律家の英知は―彼らは決して自らを哲学者としてはふるま
わないが，われわれはそれをユダヤの法哲学と呼んでいる一一法と宗教に関する興味深
い（そして複雑な）哲学の源泉である。聖書時代にさかのぼり，後のラビの法学におい
てより洗練された方法で発展させられて，賢者の文献はユダヤ人のあいだで重要な法律
用語（正義，秩序，エクイティ，法の支配，公正なる裁判，等々）がどのように理解さ
れ，また法はいかにして彼らの宗教，言語，歴史，英知そして国家的プライドと結びつ
いていたかを明らかにしている。
キリスト教徒同様にユダヤ主義も，密接な親族関係のある宗教体系の広範囲で複雑な
家族を構成している。すなわち，生活様式，世界観，忠実な信者たちによって形成され，
固有の文化的見解のなかで共に保持されている社会実体の理論，等々である。キリスト
教，ユダヤ主義（そしてイスラーム）の文化的，宗教的な環境は，宗教的基礎にかかわ
る法哲学的な分析なしには適切に理解されることはできない。というのは，法と正義は
それらすべてにおいて決定的に重要なタームであるだけではなく，それらのあいだの対
立の源泉でもあるからである。
悪ではなく善を選べ。正義が行われていることを見よ！ そして，正義と公正が決し
て枯れることのない川のように流れよ。これらはすべて聖書の預言者の言葉のなかに読
むことができる。
本報告では，さまざまなユダヤ法の法源と正義，法および宗教の定義や目的を論じた
賢者の文献（「哲学」）から重要な文章を参照する。
* 1 : 報告者は．「現代社会では法と宗教はそれぞれ分離され，道徳はほとんど宗教と関係が
な<.そして法が国家とその普遍的な（市民的）規制の排他的領域であるが． 古代社会で
は状況はまったく異なっていることを記憶しておかなければならない。」と指摘している
が，これはあきらかに，西洋のユダヤ＝キリスト教伝統にたった一面的な見かたである。
なぜならば，古代社会のみならず現代社会においても，法と宗教が分離されず道徳が宗教
と密接に結びつき，法＝国家法が「国家とその普遍的な（市民的）規制の排他的領域」で
はない国や地域，文化圏が広く存在するからである。イスラーム社会はその典型であるが，
イスラーム社会ではないがキリスト教社会でもない国や地域，文化圏， 主としてアジア地
域においてはそうである。またさらに，かりに「西洋のユダヤ＝キリスト教伝統にたっ
た」としてもこの見方は誤っているというべきである。
たとえば，わが国のみならず国際学界においても，法文化論のパイオニアのひとりたる
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千葉正士は．法文化の定義における諸々の道具概念に加えて，「法思想」の概念を「法理
論」，「法意識」，「法世界観」の 3つの要素に区分した上で，「法世界観」について大略つ
ぎのように指摘している。法世界観とは，さまざまな法思想における宇宙哲学，人間観，
自然観，社会観などを意味し，それは法理論および法意識と項目的には対等ではあるが実
質的にはそれらの基礎をなす思想である。そしてこの法世界観においてとりわけ重要な
ファクターは宗教であって，その相違が各法思想の基本的差異を生み出している。たとえ
ば法と宗教の分離に関しては，西洋の近代国家法としては普遍的原則ではあるが，ユダヤ，
イスラム， ヒンドゥー，仏教などの各法思想では両者は一体であり，また日本の法思想で
は民俗宗教たる神道の精神と不可分の国民文化に根づいていて法と宗教を厳密には区別し
てはいない，と（千葉正士 『要説・世界の法思想』「結論 諸法思想の比較的特徴」（日本
評論社， 1986年））。
そして，本報告との関係でより重要なことは，近代以降両者が分離されたはずの西洋法......... 
においても，法文化の視点からは両者は密接にかかわっている， と千葉が指摘しているこ
とである。すなわち，西欧法思想も 〈法理論としては〉法と宗教を峻別するが， 〈法文化
としては〉両者は峻別されていないどころか反対に不可分の関係にある。つまり法と宗教
の分離という法理論上の原則は，法が自己完結の規範論理体系であるという観念上の要請
を理念的に尊重するための文化的な形式だと言わねばならない， と（同上）。
出 BartC. Labuschagne「聖職者，国王そし て預言者：近代民主主義の内面的前提
条件としての政治一神学的三位一体論」("Priest,King and prophet: A Study in 
Political-Theological Trinitarianism as a Spiritual Precondition for Modern Democracy") 
（ライデン大学）
本報告ではキリスト教とイスラームの比較政治神学を哲学的に概観し，それらを近代
民主主義の精神的な前提条件として論じる。一方において， ユダヤーキリスト教伝統が
論じられるが，そこでは権力の中心と真理の中心が聖職者，国王そして預言者によって
代表されつつ常に分離されている。つまりキリスト教の教えでは，神のものは神に，国
王のものは国王に，なのである。また福音においては汝の敵を愛せよ，である。そして
最後に，かつ深遠な，分化しつつも一体をなすもの―父，御子と精霊という三位一体
の神概念である。これらすべてが西洋におけるさまざまな性質を有する代議制的諸制度，
すなわち混合政体，法の支配，三政体，等々の発展への道を切り開いたのである。とく
にプロテスタントは万人祭祀という考えとともに民主的制度の先駆者である。
他方で，イスラームの伝統においては権力と真理が，当初はムハンマドというひとり
の代表において結合している。かれは預言者というだけではなく，政治上，軍事上の指
導者である。イスラームの伝統は，精神的ー政治的秩序が一体的に代表される，カリフ，
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イマームそしてスルタンという，安定的な一連の宗教的—政治的なアイデアを示 してい
る。そして最後に，神を聖なる三位一体として把握することを明確に禁じている。これ
らすべては一ー他のいくつかの倫理的，法的そして政治的な側面（シャリアにおける，
たとえば背教にかかわるような本質的に暴力的で抑圧的な規制）と結びつきつつーー開
放的で民主的社会，法の支配，独立した司法などと両立することが極めて困難な，西洋
と完全に異なった精神的基本構造を生み出している。
西洋の重要なすべての法的，政治的制度は，世俗化された神学上の概念であること，
そして西洋（特にヨーロッパ）の世俗化とイスラーム化は，長期的視野でみればこれら
のきわめてリベラルな制度を弱体化させ侵食する， ということを本報告では主張する。
精神的，政治 神ー学的な三位一体主義がなければ，混合政体や三政体のアイデアも存在
しないであろう 。また万民祭祀の考えがなければ民主主義は空の貝殻にすぎない。結局
のところ西洋はキリスト教文明である。そして，プロテスタント教国で発展した法的，
政治的制度は典型的にリベラルで民主主義的である。
イスラーム世界の民主化はキリスト教的ではないとしても相当の変革が必要である。
おそらくは，国際的に管理された境界に囲まれかつ平和条約によ って承認された，そし
て中東が自由に固有の文明化を展開できるような，汎イスラムカリフ制度が最適ではな
いかと思われる。
六．プリナリー・セッションでのフランチェスコ・ビオラ報告
「多元的法体制下での法の支配」 (FrancescoViola,'、TheRule of 
Law in legal Pluralism")における多元的法体制の節の抄訳
[ 1 ] ビオラ論文：さらに，資料（一）で抄訳したプリナリー・セッションの報告ペー
パーたる，マーク・ヴァン・ホーク「グローバリゼーション下におけるヨーロ ッパの法
文化」 (MarkVan Hoecke, "European Legal Cultures in a Context of Globalisation")に
続いて，本資料（二）では，イタリアのパレルモ大学法哲学教授のフランチェスコ・
ヴィオラのプリナリー・セ ッション報告ペーパーたる「多元的法体制下での法の支配」
(Francesco Viola, "The Rule of Law in Legal Pluralism")のうち冒頭の三節，すなわち
法の支配の一般的概念と多元的法体制に関する部分を抄訳する。
このペーパーの第4節以下の法の支配に関する諸節 ("JudicialSpace vs Legal System" ; 
"The Rule of Law and the Political Community" ; "The New Challenges That the Rule of 
Law Has to Face"; "The Flexibility of the Rule of Law and the Universalization of 
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Positive Law")は本資料では省略した。そして，ヴィオラが法の支配を論じるその
「土俵」たる多元的法体制の部分のみを抄訳したのは，本稿「はじめに」でのべたよう
に，本資料が法文化，比較法文化に焦点を当てて，本大会の一端を紹介することを目的
としているからである。
資料（一）で抄訳したヴァン・ホーク論文は，ヨーロ、、パ化(ノ Europeamsation) と
グローバリゼーション (Globalisation) というふたつの潮流の同時進行下での，ヨー
ロッパ=EUの近年の法文化の変容を描いている。そして本資料（二）のビオラ論文も，
「国家法と相当に結びついており， したがって公式に法的であると主張しうる規範秩序
間の関係」に自らの論点を限定している。そしてここでの主な検討対象は，世界貿易機
関を典型例とする「国内法の重要なセクターと対応し，それらと重畳している国際法」
および， EU法を典型例とする「超国家法」である。その意味で，「同一の社会的コン
テクストにおいて，さまざまな起源を有する規範間の相互関係に関心を有している……
法社会学もしくは人類学の視点から検討するのではない」として，方法論的な意味でも
限定を行っている。したがって，資料（一）のホーク論文と問題関心と方法論は共通し
ている。
そこで，本資料(-)'(二）での抄訳を通じて紹介した，西洋主流のもしくは西洋起
源の多元的法体制とそれにかかわる議論に対して，非西洋主流もしくは非西洋起源の多
元的法体制に関する議論を若干紹介して，本資料での西洋主流の多元的法体制のより深
い理解の一助としたい。
[ 2] 「非西洋主流，もしくは非西洋起源の多元的法体制に関する譲論」—ヴェル
ナー・メンスキーの多元的法体制の分析モデル：ここでごく簡単に紹介するのは，「非
西洋主流，もしくは非西洋起源の多元的法体制に関する議論」の一典型例たる，ロンド
ン大学東洋アフリカ学院 (SOAS)の南アフリカ法教授のヴェルナー・メンスキー
(Werner Menski : ただし， 2014年退職）の議論である。
メンスキーはマーク・ヴァン・ホークおよびフランチェスコ・ビオラとは異なり， ヨー
ロッパをも視野におさめつつ，アジア，アフリカを主たる対象として，文字通りグロー
バルな状況下における多元的法体制分析のための独自の法モデルを提示している。
2006年に第 2版を刊行した ComparativeLaw in a Global Context: The Legal Systems 
of Asia and Africaの随所において，メンスキーが言及するのが，「多元性に着目するグ
ローバルな法学」あるいは「グローバル化への着目と多元的法体制への感受性」である。
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これら「多元性」と「グローバル」をキーワードとして，メンスキーは千葉正士の「法
文化の操作的定義」とならぶ独自の「グローバルな法の操作的定義」 (globalworking 
definition of law) を提示している。
それは西洋法理論，法思想の諸伝統の広範なる検討を踏まえて綿密に構想された法モ
デルで，かれは自らその法モデルを自然法論と法実証主義そして法社会学的なアプロー
チにつぐ，「多元的法体制に焦点を合わせた第 4のアプローチ」と位置づけている。す
なわち，メンスキーによれば宗教・倫理・道徳に力点を置く自然法論，国家法を中核に
据える法実証主義そして社会を基盤とする法社会学という，いずれかひとつのファク
ターのみに軸足をおいた方法的視座によっては多元的な法のあり方を正確に捉えること
はできない。したがってこれら 3つの要素に着目し，多彩な内容を含む 3要素がグロー
バルな状況下で複雑に相互作用しつつ，多元的な法や法体制が形成されるものとして把
握されているのである。それはメンスキーの言葉を用いれば，「多元的法体制と法の相
互関係の複雑な三極モデル」 (triangularmodel)である。 (Menski2006 : 173) 
そしてさらに， 2008年ごろからメンスキーは，この 3コーナーを有する法の三極モデ
ルにさらに第 4コーナーとして国際法・国際人権法を追加して，法のカイトモデル
(kite model) を精力的に提起している。そしてこのカイトモデルによって，文字通り，
グローバル状況下でのヒトやモノ，文化の移動にともなう多元極まりない状況，とりわ
け旧植民地から1960年代以降大量にヨーロッパに流入してきた移民がもたらす，超多元
的な状況 (super-diversity) を分析するための，分析的モデル，分析的道具概念として
さらなる精錬化を図っている（メンスキーのカイトモデルや，メンスキーがカイトモデ
ルを形成，展開するに際してその基盤を提供した超多元的なロンドンの状況などについ
ては，角田猛之「ロンドン大学東洋アフリカ学院ロースクールにおける「アジア・アフ
リカの法体系」講義 (2011-2012年）の紹介ー一ーヴェルナー・メンスキー教授の講義資
料を中心にして」 『関西大学法学論集』第63巻 6号， 2014年，および角田猛之「ロンド
ン特別区・タワーハムレッツでの「コミュニイティ・リーダーシップ・プログラム」の
紹介 ロンドン大学東洋アフリカ学院 (SOAS) との連携でのロンドンに現出する超
多元社会 (pluralityof pluralities : POP)への取り組み」『関西大学法学論集』第64巻 2
号， 2014年，参照）。
このような性質を有しつつ，上記の四極が相互に関係するものとして構想された綿密
なる法の四極モデルの構築と，そのモデルに依拠する多元的で動態的な法把握を展開す
るなかで，メンスキーは千葉正士の多元的法体制に関する理論に随所で言及しつつ，自
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らの理論展開の柱としている。ある箇所でメンスキーはつぎのようにのべている。多く
の刊行物，とくにアジアの固有法と移植法の相互関係に関する論文集 (Chibaed., 
Asian Indigenous Law in Interaction with Received Law, 1986)の序章において，グ
ローバル化に焦点を合わせた法の研究と大きくかかわる複雑な多元的法体制の概念を千
葉は展開している。かれの全体論的な (holistic)法と多元的法体制の理論は，社会の
多様な現実と価値を明確に考慮にいれつつ，法的なものを非法的なあるいは法外的なも
のから厳密に区別することを否定している。千葉の法体系の三層モデルにおいてはつね
に公式法 (officiallaw)は非公式法 (unofficiallaw) と動態的な形で相互交流しており，
かようにして法はつねに多元的である，と。(Menski2006 : 119) 
ここで指摘されている， (a)国家法を典型とする公式法と公的権威を有しない非公式
法の複雑な相互関係が必然的に生み出す，法そのものの多元性とそのような多元的な法
が生み出す多元的法体制，そして (b)その各々の法の価値的，理念的な前提として存在
する法前提の明確なる概念化，さらには (c)多元的法体制を構成するさまざまな法をそ
れらの道具概念を駆使して分析することなどが，メンスキーが最も高く評価する千葉理
論のキーポイントの中核である。
[ 3 ] 「多元的法体制下での法の支配」．抄訳：以下で抄訳する。
法の支配の伝統的な定式は，通常の法のイメージとは一見すると相いれないルールや
慣行の，疑問の余地ある法的性質を吟味したり評価するために，今日しばしば用いられ
ている。現行の定式は，法における一般性の優位や法体系の統一性といった近代法の観
点から創り出されているので，われわれの眼前で現代法として展開している法秩序の多
元的状況にはたして適用しうるかの否か，またできるとしてどの程度適用しうるのか，
ということが問われて当然であろう 。
法の支配とは？
私見によれば，法の支配モデルは厳密に形式的，手続的なものであって実質的なもの
ではない(I)。この定式の目的は正しい法を定立することではなく，社会はいかなる条件
の下で，人間の気まぐれによってではなく法によって支配されるかを確定することであ
る。法の支配は確かに人間の自律を要求するが，それは中心的な政治的価値としてでは
ない。そうでなければ，法の支配は自由社会においてのみ妥当するにすぎないからであ
る(2)。フラーが正しく指摘しているように，われわれは単に人類学的な条件，すなわち
適切に法と呼ばれるルールに従うためには，自由な状態で物事を認識していなければな
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らないということに言及しているのである。
法の支配は市民的自由に加えてつぎのことをも必要とする。すなわち，法は諸制度の
協同として，つまり立法者，公務員，市民などが各々の役割を担っている協同の作業と
して理解されることを必要とする。この点は法の支配を論じている学者によってはあま
り強調されていないが門 市民的自由と同様に重要でありまた権力分立の原則を補完す
るものである。
法の支配は法そのものではなく法秩序に，すなわちさまざまな部類の社会的行為を規
制する試みである。それは法体系が存在しかつ適切に作動するために，十分ではないが
必要条件とされる一連の形式的諸原理であり手続である叫 法の支配は「非常な邪悪さ
とも両立しうる」(5)というハートの見解を誤りだとは言えないが，正義にかなった社会
は法の支配の組織的侵害と両立し得ないことも事実である。一連の規範からなる法体系
は，所与の形式的，手続き的な条件を尊重しなければならないということ，さらに法体
系は十分に作動し可能な限り健全な状態になければならないということ，このいずれも
が理想的なゴールとみられる正義に適った社会という目標実現のための，十分ではない
が必須の要素である。
法の支配が正義の問題に対してなしうる貢献とは，正しいことを行うだけでは不十分
であって正義にかなった正しい方法で行うことが必要でもある， ということに焦点を当
てることが可能だということである。これらのすべてはネガテイヴな方法，すなわち
「法の支配の最も重要な機能のひとつは，社会として不正義を抑制するために何をなし
うるのかについて制限を設けることである」(6), として表明できる。またポジテイヴな
方法では，物事が行われる方法が正義という観点からしてその行為の価値に影響を与え
ている， ということで表現されうる。そのゆえに，たとえばわれわれは政策内容のいか
んにかかわらず，パターナルな政治体制は正義に反すると考えるのである。一見すると
法の支配を尊重していること―たとえば，邪悪なことを正しい方法で行うこと一ーや
法の支配を利己的に利用するということが，邪悪な支配者や詐欺的な公務員が一般の
人々に対して邪悪で極悪な体制を受容させるようにする，つまりその体制が正しいと信
じ込ませるということを手助けするかもしれないという可能性を排除するものではない。
しかしながら，法の支配という用語の共通の意味において，ある事態をあらわすものと
して法の支配は自ずから正義の問題と関係している。その意味において，最も形式主義
的な法の支配の概念であっても，事情によ ってはそれらの諸原則を拒否することは一一
それらが倫理的—政治的な諸価値（第一に合法性の価値のような機能的価値であるが）
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を保護しているが故に一ー合理性を有しないという意味において，法の支配の原則は道
徳的意味と道徳的地位(7)を有しているということを認めている。
法の支配の歴史は民主的でも自由主義的でもない体制内部ではじまっているが，法の
支配の理論は近代国家と関連しつつ明確なかたちで形成されてきた(8)。すなわち，法の
定立を独占し高度な集権的権力と強力な執行能力を付与された，政治的構成物に関連し
てである。法を独占しているということは，その独占者のあらゆる命令や意志行為に対
して「法」の資格を与え，また法の形式を決定する権限を有しているということをすら
意味するものではない。これらはまさに，法の支配が政治的意志や裁量に対して課する
ところの制限である。
国家の法的実践が必ずしも法の支配の原則に合致するとは限らないということは事実
である。それにもかかわらず，法の支配は規制的な理念としての役割を常に保持してき
ている。しかしながら現在，国家の集権主義が弱まりつつある。社会生活の重要な場面
が，国家の排他的コントロールから除外されてきている。国家以外の場所で形成された
法規範が国家法の内部で働いている。一言でいえば，法の分散化のゆえに，人生におけ
る生活設計と社会的，政治的な全体秩序の双方における完全性を望めないようになって
いるのである。
法の支配が近代国家の規制的理念とするならば，その国家形態の危機は法の支配の伝
統的定式の消失をも伴っているように思われる叱 はたしてこのことは，法が支配する
のであって人が支配するのではないという国家理念を放棄することを意味するのであろ
うか。
この問題に答えるためにわれわれは特定の種類の多元的法体制，すなわち国家と密接
に関連する法秩序の多元制を検討してみよう 。これが法の支配の定式を維持するために
もっとも適した領域であるだろう 。
多元的法体制とは？
多元的レベルでの法秩序間の相互関係のあり方のすべてを， しばしば多元的法体制の
形態と位置づけられているが，それは非生産的でもある。「多元状況」 ("plurality") と
「多元制」 ("pluralism") を混同してはいけない。法の形式とその配置は多面的であり，
相互に対立するとともにお互い融合しあいつつ相互関係を有している，と言うとしても
不十分である。適切な意味での「多元的法体制」に言及するためには，各々の法秩序
（国家法秩序に限らない）が相互に排他的であってはならず，また内的視点から見て⑩
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各々の法秩序が他の法秩序における法的要求を＿自らの法秩序に組み込むことなく相
互に相対立しながらも一~ 関係する法源は
すべて合法的な法源と見なされなければならず，同一のことがらや同じ社会状況に関心
を有していなければならず，さらにまた，ある点では相互に対立し，かつ，いかなる明
確かつ固定的な規範的階層も存在してはならない。
多元的法体制は社会的コンテクストの特性であって法体系の特性ではない。それはあ
るひとつの社会領域内に起源の異なる＿その社会内の産物もあれば外部の社会領域に
よるものもある＿法的規範が存在する， という事実に関係しているのである見
したがって，同一法体系内に同様な状況に適用できる異なった規範機構が存在すると
しても，それは「多元的法体制」ではない門 というのは，このような状況はその規範. . . . . . . ..... . 
秩序内における多元状況であって，秩序そのものの多元状況ではないからである。同一
の状況において独立した法秩序に服する人々にアピールする叫 「実存主義的な」
(" existential")規準でも十分ではない。というのは多元的法体制の課題は，まさにこれ
らの法秩序を相互に関連し，かつ競合するものと考えるところにあるからである。
そして最後に，地理的基準に依拠することも十分ではない呪 というのは，すでに検
討したように一一この地理的ということばが「重要な空間」，すなわちそのなかで異
なった規範が妥当する地域が相互に遭遇し，対立している社会関係の広がりを有する地
域でないかぎりは＿すべての法秩序が領域的側面を有するとは限らないからである。
このような空間は，法が確認，適用，執行される場所に必然的にあらわれるが，規範が
妥当する領域は法的空間であって物理的な場所ではない。そして，ケルゼンは国家法体
系の領域的妥当性をこのように解釈している。
したがって多元的法体制は，異なった法秩序があらわれ，同種の社会関係にかかわる
一連の行為を規制する規範的状況を意味している。それぞれの権限は原則として排他的
ではなく，法源における明確な階層性をもたないままに規範的に重畳しているのである。
公式の多元的法体制の概観
わたしは本報告の検討課題を，国家法と相当に結びついておりしたがって公式に法的
であると主張しうる規範秩序間の関係に絞りたい。このことは一ー同一の社会的コンテ
クストにおいて， さまざまな起源を有する規範間の相互関係に関心を有している＿法
社会学もしくは人類学の視点から検討するのではないということを意味する。そして，
さまざまな議論がなされている「合法性」の概念，つまり，公式法・非公式法と法では
- 368 - (1698) 
第23回 IVR(法哲学・社会哲学国際学会連合）世界大会紹介 (2・完）
ないものとのあいだの区別とならんで，それら公式法と非公式法の区別について論ずる
ことが不可欠である。
このように視点を限定したうえで，異なった法秩序間の 3つのカテゴリーの関係につ
いて言及する（ただし，それらの違いを（非常に大きな違いがあるが）詳細にではなく
ごく簡単に説明するにとどめておく）。
第一に，国内法の重要なセクターと対応し，それらと重畳している国際法の重要なふ
たつの領域がある。第一の領域は，国家もしくは国際レベルにおける非国家的アクター
の私的財産を保護することを目的としている。われわれの目的にと って最も顕著な事例
は世界貿易機関 (WTO) であるが，世界銀行の重要性をも無視しないことが有用であ
る。第二の領域は，国内法にとって極めて重要な公共財を保護することにかかわってい
る。公共財としては，安全保障（たとえば，国連安全保障理事会），環境保護（国際捕
鯨委員会あるいはオゾン層保護の国際組織のような，さまざまな国際環境保護体制），
労働者の権利保護（国際労働機関）そしてさまざまな国際的，地域的人権保護のさまざ
まな体制等々である（その体制に関しては近年の国際刑事裁判所についても言及すべき
である）。
この分類では， レックス・メルカトリア（商慣習法）の国際化プロセスを除外してい
る。それらは国家介入に依存しておらず完全に国家の影響を免れている故に，一種の私
的政府と世界市場における国境を越えた法体系（国境を越えた商事法）を生み出してい
る。多国籍企業は相互に契約を結ぶが，その契約はいかなる国家の法管轄あるいは国際
的な実体法にも服していない(16。このようにして，広範な法のセクターが伝統的に契約
法に関して規制権限を有していた国家主権から免れていることは明らかである。
第二の法秩序のカテゴリーは，超国家法 (supranationallaw) である(1}。このカテゴ
リーは一ーー第一のものとは異なって―国境を越えてはいるものの，一定の領域と結び
ついている。最もよく知られた例はもちろん EU(ヨーロッパ連合）法である。ここで
EU法に言及したのは，それが唯一の超国家法だからではなくて EU法がいくつかの独
自の性格を有しており，西洋世界において最も進化した法体系を含んでいるからである。
ヨーロッパの超国家性は，主権を分権的に配している連邦制と混同してはならない。そ
の超国家性は主権の分割的な配分を通してではなく，主権をプールしつつ加盟国間で共
有することを通じて進められている叫 EU法は EU加盟国によ って作り出されたもの
であるが故に，伝統的なユス・コミューネとも混同されてはならない（ただし，一定程
度は EU法の先史であるといえるが）。
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EU法の性質を理解するためには，諸国家の政府が主権の一部を放棄した EU創設の
ための条約のテキストを参照するよりは， EU裁判所の判決を参照する必要がある。
1963年のヴァン・ゲンド・ルース事件 (VanGend & Loos case)からスタートして，
EU裁判所は加盟国の国内法および国際法とも異なる新しい法体系を作り出すとい
う課題に一貫して取り組んできた。さらに裁判所は， EU創設の条約を「法共同体
(Rechtsgemeinschaft) の憲法的性格を有するもの」（すなわち，政治的統合よりもむし
ろ法の統合によって設立されたもの）と定義しているM。その結果，裁判所は 3つの重
要な原則を確立した。すなわち，共同体法は呵時間的に後に定立されていても国内法に
優位すること；共同体立法は国内法の媒介なしに直接的に効力を有すること；そして極
めて重要な原則として，共同体法は国家のみならず EU市民の権利・義務を創設する
こと，である。これらの原則は一ー加盟国の（政府によるよりは）憲法裁判所む］）によっ
て一部は争いうるが，実効的ではない一一国内裁判所によ って実質的に受け入れられ，
適用されている竺 EU法体系と加盟国の法体系の関係は現在でも法理論上論争がなさ
れている。はたして，両者は分離しているが共存する法体系なのか，あるいは， EU法
体系の一部をなす非常に複雑な承認のルール四を有する単一の法体系なのか，それとも
相対立する承認のルールを有し， したがって複数ではあるが階層構造を有しない法源を
有する単一の法体系なのか竺 これらの内のいずれであるのかは明確ではない。
そして考察すべき第三のカテゴリーは，厳密に制度的意味での法秩序ではなく，政治
共同体の法的構造のなかでの国家の法体系の解釈の方法を変更する分断化プロセスであ
る。
同一の国家内に複数の法体系が存在することは周知のことである。すなわち，植民地
もしくはポスト・コロニアルな非西洋の国，アパルトヘイト体制内，エスニ ックや民族
集団におけるすべての固有の法体制（慣習法，部族法，宗教法，社会法，等々）である。
しかしこれらは，さまざまな市民集団のために，国家内の法の多様性を合法化するため
の単一の承認のルールを確認することができるならば，法体系の統一性を損なうことは
ない。 国民国家，多民族国家そして連邦国家も，諸個人にもまた—~単一の執行権力に
服する一定領域と結びついた一~多かれ少なかれ文化的に同質の集団にも利害関係を有
している。より発展した法体系における理想的モデルは，すべての市民のための単ーで
排他的な統一された国民国家に適合する法体系である。
国家はエスニ ック集団とは異なり，法を用いてそして緩慢ではあるが確固たる同質化
と同化のプロセスを通じた，政治による構成物と見られなければならない。そして，法
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的ルールは共通の生活様式によって強化され，安定的で統一的な解釈，適用の形態を獲
得する。その結果，国家中心的な意味での立憲主義が展開し，それは政治的，経済的な
生活の中心を保有し，政治共同体によって共有，実践される基本的価値観や原則によっ
て統制される政治制度というイメージで把握される。国民や国民主権，市民権，統一，
平等，承認そして民主主義などの現在の概念は，統一的で集権化された法的，政治的体
系を有する国民国家の統一性を含意する傾向がある。
この形態の立憲主義は，国内外から流入する多元主義の挑戦に敢然と立ち向かうこと
に適していないことが明らかとなった。それはもはや，つねに増大する移民，亡命者，
難民や憲法上の諸価値をいかに解釈し，実践するのかということに関する市民間の意見
対立が増大している， というようなことを考慮すればすむ程度のことではない。法治国
家はつぎの 3つのタイプの対立に対応するためには，国民から一定の距離を保っておく
ことが必要である。すなわち，資源の統制と配分に関する利害対立，文化的アイデン
テイティ間の対立そして価値観の対立，であるC凡
［政治的意味での］国家 (state)が［文化的，民族的意味での］国 (nation) と同一
のものでないならば，憲法理解の方法は異なってくる。つまり，憲法は統治のしくみに
ついで情報提供する生活上の共通のプログラムとはみなされず，不和の言葉町つまり，
反対意見を正当化する），闘争のための拠点とみなされる。そして同時に，実践的な推
論形式によって憲法を実現しようとする。憲法は（安定した国家の伝統を持つ国におい
ても）国家自身に対する優越性を獲得し，国家は憲法論議に対して法的形態を付与する
制度的，手続き的機構となる。憲法が政府の権力を超えて統治するのである。「憲法は
定立に先立つ政治秩序あるいはプロセスの単なる反映ではなく，その秩序の精錬に帰納
的に寄与している。」四
法体系の明瞭性と排他性に関する以上のような変質の効果は顕著である。外面的には
ー一国民国家は独立した，対話不能の実態として自らをあらわしているが一一国家に対
する憲法の優位は一般大衆と憲法上の価値間の対話に対して，他の国の憲法（特に人権
に関して）に言及し， したがって普遍性を求めることを許容する。また内面的には，憲
法上の論議はさまざまな集団間（国民，エスニック，地域的，宗教上，ジェンダー，言
語，その他）の関係にかかわる，国家内部の要求や準国家的動向に合致するように
彼らをゲットー化したり，共通の対話から分離するような方法によ ってではなく，相
互承認と「反発的な」交渉過程を通じて憲法の異なった見方や解釈の多様性を包み込み，
承認するような方法で一一再構成されなければならない。これはつぎのことを意味して
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いる。すなわち，承認に値する文化とは，すでに「全国民的」次元を有していたり，生
活上の完成した自律的形態を獲得しているという仮定は捨て去らねばならないこと，そ
してさらに国民の自決権の原理をイデオロギー的に利用することによって認められたっ
ぎの考え方，すなわちその故に，国は国家と同じものとして認識されるという考え方に
挑戦しなければならない⑳゜
多元的秩序においては， もはや法体系は単一の集権的権威から生まれる，統一的立法
によって生み出されるものとしてあらわれるのではない。それは，さまざまなタイプの
権威もしくはさまざまな場所や，国家自身の内外からのさまざまなプロセスのなかに存
在する権威への諸要求のあいだの，不安定な関係の帰結としてあらわれるのである四〇
換言すれば，立憲主義は価値のレベルで法—国家を活性化することにその役割は限定
されていない。その役割は意見の不一致を正当化し，それをルールから法実践へと転換
するようなさまざまな解決方法や秩序の多様性をに向けて国家を柔軟な対応を取らせる
ことである。法は意見の不一致をうまく治め，馴致しなければならない。もっとも後者
は，すでに法自身によって正当なものとされてはいるが。
憲法上の多元性の考えは，外面的にも内面的にも単ーではあるが一般的形態で，国際
法，多国籍の法，超国家法および国内法によって生み出される現代の法秩序における，
3つの関係を取り込むように努力しなければならないのである。
［原注］
(1) P. Craig, "Formal and Substantive Conceptions of the Rule of Law: An 
Analytical Framework", Public Law 1997, pp. 467-87. 
(2) 「メタ法学説もしくは政治的理念」としての法の支配の定義は，政治による統
治での法の優位もしくはその定式の政治的利用（それは，たとえば福祉国家や行
政による統治を批判するのに有用である）のいずれかを意味する。ハイエクの考
察のなかに読み取れるように，法の支配という用語からあいまいさを払拭するこ
とはしばしば困難である。Hayek,The Constitution of Liberty, University of 
Chicago Press, Chicago 1960, p. 206参照。法の支配の概念の本質的な多様性に関
してここでは詳述しない。R.Westmoreland, "Hayek : the Rule of Law or the 
Law of Rules", Law and Philosophy 1998, no. 17, pp. 77-109参照。以上の理由か
ら，自然法的な偏見としてケルゼンがこの定式化に反対したことを想起するだろ
つ。
(3) フラーは法を社会的相互作用の公式言語と考えている。 L.L. Fuller, "Human 
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Interaction and the Law", [1969], The Principles of Social Order, 所収， K.I. 
Winston (ed.), N. C.: Duke UP, Durham, 1981, p. 213および，共同的側面につい
ては G.J. Postema, "Implicit Law", Law and Philosophy 1994, no. 13, pp. 361-387 
も参照。
(4) 法の支配はこれらの原理が機能する結果として，すなわち「法体系が存在し，
機能している場合に実現する事態」としても把握することが可能である。M.H.
Kramer, "On the Moral Status of the Rule of Law", Cambridge LawJoumal 2004, 
vol. 63 (1), p. 65. 
(5) H. L. A. Hart, The Concept of Law, 2 ed., Oxford University Press, Oxford 1994, 
p. 207また， J.Raz, "The Rule of Law and Its Virtue" [1977], The Authority of 
Law, Oxford University Press, Oxford 1979所収， pp.210-29も参照。
(6) J. Waldron, "The Rule of Law in Contemporary Liberal Theory", Ratio Juris 
1989, no. 2 (1), p. 94. 
(7) A. Marmor, "The Rule of Law and Its Limits", Ratio Juris 1989, no. 2 (1), p. 94. 
(8) B. Z. Tamanaha, On the Rule of Law. History, Politics, Theory, Cambridge 
University Press, Cambridge 2004, p. 5. 
(9) E. Denninger, "Vom Ende Nationalstaatlicher Souveriinitiit in Europe", 
Juristenzeitung 2000, no. 55, p. 1121 f. 
(10) このゆえに「法の多・中心主義」について言及する者もいる。Cf.H. Peterson, 
H. Zahle (eds.), Legal Polycentricity: Consquences of Pluralism in Law, Aldershot, 
Darmouth 1995, p. 8. 
(11) これが「多元的法体制」の必要最小限の意味である。Cf. Ost, M. van 
Kerchove, De la pyramide au reseau ? Pour une theorie dialectique du droit, 
Publications des Facultes universitaires Saint-Louis, Rruxelles 2002, pp. 185-187. 
(12) J. Griffith, "What is Legal Pluralism?", Legal Prulalism & Unofficial Law 1986, 
no.24,p.38およびS.F. Moore, "Law and Social Change: The semi-autonomous 
Social Field as an Appropriate Subject of Study", S. F. Moore, Law as Process: An 
Anthrogical Approach, Routledge & Kega paul, London 1978, pp. 54-81. 所収。
(13) グリフィスによって批判されたこのテーゼは， J.Vanderlinden, "Le pluralism 
juridique: essai de synthese", (J. Gilissen (ed.), Le pluralism juridique, Universite 
de Bruxelles, Brussels 1971, p.19所収）によって支持されている。
(14) これは Vanderlinden,"Return to Legal Pluralism", Journal of Legal Pluralism & 
Official Law 1989, no. 28, p. 151. による新しい定義である。しかしながら，「アク
ターの視点」の基準は，多元的法体制を論ずる場合には極めて重要である。Cf.
Chiba, "Other Phases of Legal Pluralism in the Contemporary World", Ratio Juris 
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1998, no. 11 (3), pp. 238-240. 
(15) つまり，「同一の地理的空間のなかに共存している」法体系，ネットワーク，
秩序に言及すること。W.Twining, Globalisation and Legal Theory, Butterworth, 
London 2000, p. 83. 
(16) Cf. G. Teubner, "Des Konigs viele Leiber: Die Sellbstdekonstruction der 
Hierarchie des Rechs", Soziale Systeme 1996, no. 2, pp. 229-55. 
(17) 超国家的な組織はつぎの諸特徴によって国際的な組織から区別される。自律的
な決定権限を有する独立した組織が存在すること；多数決により構成国を拘束す
る決定権限と構成国の政府による介入なしに，構成国内の諸個人の法的地位に直
接に影響を及ぼす決定の権限が存在すること。Cf.M. L. Jones, "The Legal 
Nature of the European Community: A Jurisprudential Analysis Using H. L.A. 
Hart's Model of Law and a Legal System", Cornell International Journal 1984, no. 
17,p. 15,n.64およびK.-H.Lader, "Towards a Legal Theory of Supranationality 
-The Validity of the Network Concept", European Law Journal 1997, no. 3 (1), 
pp. 33-54. 
(18) M. R. Ferrarese, Dritto sco,zfinato. lnnventiva giuridica e spazi nel mondo 
globale, Laterza, Roma -Bari 2006, p. 55. 
(19) Cf. M. Zuleeg, "Die Europaische Gemeinschaft als rechtsgemeinschaft", Neue 
Juristische Wochenschnftaw 1994, no. 9, p. 545 f. 
(20) わたしは「共同体法」を EC法か EU法のいずれかを意味するものとして広
義の意味で用いている。
(21) ドイツの連邦憲法裁判所はドイツで効力を有するすべての法の内容に関して最
終決定を成す責務を負っていると自らを見なしているが， EU裁判所はドイツで
効力を有し，ヨーロッパ全体にかかわる要素を持つ法については同裁判所が最終
決定権を有していると主張している。
(22) コスタ対エネル事件 (Costav. Enel (1964)) の有名な判決のなかで，裁判所は
つぎのように明言した。「通常の国際条約とは対照的に， EEC条約は条約発効に
よって加盟国の法体系の一部をなし， したがって各国の裁判所が拘束される固有
の法体系を創設した。」
(23) これは， M.L. Jones, "The Legal Nature of the European Community", p. 36. の
テーゼでありまた概ねマコーミックのテーゼでもある。
(24) これは， N.W. Barber, "Legal Pluralism and the European Union", European 
Law Journal 2006, no. 1283, pp. 306-329. のテーゼである。
(25) C. Offe, "Homogeneity and Constitutional Democracy: Coping With identity 
Conflicts Through Group Rights", Journal of Political Philosophy 1998, no. 6, pp. 
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119-124. 
(26) Cf. J. Waldron, Law and Disagreement, Oxford University Press, Oxford 1999. 
(27) N. Walker, The Idea of Constitutional Pluralism, European University Institute, 
San Domenico (Fi) 2002, p. 33. 
(28) 反対の見解としては， C.Taylor, "Why Do Nations Have to Become States?" 
(G. laforest (ed.), Reconciling the Solitudes: Essays on Canadian Federalism and 
Nationalism, McGill-Queen's University Press, Montreal-Kingston 1994. 所収）参
照。より 一般的には， J.Tully, Strange Multipulicity. Constitutionalism in an 
Age of Diversity, Cambridge University Press, Cambridge 1995, p. 9 f. 参照。本書
では，国家中心的な立憲主義とその変革に対する明確なる批判的考察がなされて
いる。
(29) N. Walker, The Idea of Constitutional Pluralism, p. 30. 
七．角田の「法文化の多様性と統一性：教訓と挑戦」「パネルB:
アジアと南米」での報告ペーパー： Legal Culture Relating to the 
Tenno (Emperor System) in Japan and the Notion of the "Tenno as a 
Living God" in the Pre-War Era 
本資料 （二） の最後に，「法文化の多様性と統一性：教訓と挑戦」「パネルB:アジア
と南米」でのわたし自身の，天皇制をめぐる法文化に関する報告ペーパーを掲載する。
本稿の五の冒頭でのべたように， 〈法と宗教〉問題はわたしの比較法文化学の最も根
源的なテーマのひとつと考えている。そして，わが国における 〈法と宗教〉問題の重要
な話題のひとつが下記の報告ペーパーで論じた天皇制の問題である。下記の英文の報告
ペーパーはわたし自身の既発表の以下の論稿をもとに作成したものである。
(1) 「PARTN宗教をめぐる法文化」（『［補訂版］法文化の探求 法文化比較にむ
けて』（法律文化社， 2002年）所収）； (2) 「宗教と法をめぐる比較法文化ー一沃：
皇制とオウム真理教を手がかりにして」 『法哲学年報』 2003年； (3) 「宗教が有する
公共性の二面性—ァメリカ市民宗教，神権天皇制，オウム真理教を手がかりにし
て」 『関西大学法学論集』 第53巻 2号， 2004年； (5) 「神権天皇制と象徴天皇制にお
ける 〈制度的断絶性と意識的連続性〉法社会学，法文化論の視座から」 『関西大学
法学論集』第56巻2・3号， 2006年； (6) 「 〈宗教と法〉 問題へのアプローチー―—法
哲学，法文化論の視座からの試論的検討」 『宗教法学』（宗教法学会年報）第26号，
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2007年； (7) 「第 1章宗教をめぐる法文化ー一西洋法思想の源流としてのユダ
ヤ・キリスト教」（角田猛之編著『アジアの法文化の諸相 第2巻』法学研究所・
アジア法文化班・研究叢書第44冊， 2011年）
Abstruct 
In the later part of the nineteenth century, under the overwhelming influence of 
Western civilization, Japan succeeded in modernizing itself through the Meiji Restration. 
One of the most important agents of modernization was the establishment of "The 
Constitution of the Empire of Japan "(1889). And yet, Article 1 of the Constitution 
stated: "The Empire of Japan shall be reigned over and governed by a line of Emperors 
unbroken for ages eternal" ; furthermore, Aれicle3 stated : "The Emperor is sacred and 
inviolable". Taken together, these Articles make clear that the "modern" Japanese 
Constitution incorporated an essentially pre-modern or "feudal" element, namely the 
concept of the divinity of the Tenno. In particular, from the 1930s onward, Tenno 
Hirohito came to be regarded as a sacrosanct and absolute monarch. On the 1st of 
January 1946 Tenno Hirohito had to issue the so-called "Declaration of the Human 
Being" whereby he denied his sacredness towards the world. 
Thus, in pre-war Japan, the idea that the Tenno should be "worshiped" as a "living 
God" lay at the heart of the modern constitution and constitutional law - a system 
imported directly from Western countries and, inparticular, from Germany. 
In this paper I would like to discuss the traditional Japanese "polytheistic ethos" as the 
ideology that made possible the coexistence of the modern and pre-modern Tenno 
System; I would also like to examine some aspects of the Japanese legal culture relating 
to the Tenno system, especially the impact of the Japanese approach to religion in 
comparison with the Christian "monotheistic ethos". 
1. Tenno as Living God 
Just the next new year day after Ward War I, namely January 1st in 1946 Tenno 
Hirohito declared so called "Declaration of the Human Being". In this Declaration he 
clearly said that "Tenno and the Japanese subject are bound not by myth and legend but 
by mutual trust and respect. Therefore it is just only fiction that Tenno is Living God and 
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also Japanese people are destined to be a ruler al over the world because of their 
superiority". In this Declaration he formally denied his divinity which Article 3rd of 
the1889's Constitution of the Empire of Japan enacted, namely "The Emperor is sacred 
and inviolable". In other words he declared that he came to life again as a human being! 
The Meiji Restoration which started 1860s was the Japanese radical turning point from 
the pre-modern state and society to the modern, namely to nation state and civil society. 
Therefore it is quite astonishing that Japan as a modern country which was newly created 
on the model of the western countries had an essentially pre-modern or "feudal" element, 
in particular the concept of the divinity of Tenno. 
When we see such a Japanese historical fact concerning the Tenno from the Western 
culture's viewpoint which is deeply rooted in the Christianity and Christian monotheistic 
ethos, it presents very interesting problems concerning the Comparative Theory of 
Culture. Namely the main problem is the comparison between Japanese traditional 
polytheistic ethos and Christian monotheistic ethos, and also the comparison between the 
culture in which human being can become god and culture in which human being can not 
become god. 
2. Culture in which human being can not become god 
We can say at least as to the secular power that for example German Adolf Hitler as 
well as Japanese Tenno Hitohito were the same absolute rulers. And as one of the symbol 
of Hitler's absolute power he enforced not only German people but also al the people of 
the occupied countries to do the Nazi original salute, namely "Heil Hitler". Generally 
speaking the fact or the phenomenon that absolute ruler enforces the occupied people to 
worship him with backup by huge military power is often seen in the human history from 
the ancient time. 
Nevertheless we should say that from the viewpoint of Theory of Culture those similar 
historical facts in Japan and Germany are decisively different. In Japan Tenno Hilohito 
enforced al the people to worship him as "Living God", on the one hand in Germany the 
worship to Hitler was just only the worship toward the secular absolute power. 
Therefore even Hitler could not enforce the salute of not Heil Hitler but "heilig" namely 
sacred Hitler. This is because of the Western culture based on the Christian 
- 377 - (1707) 
関法第64巻第5号
"monotheistic ethos". 
However it is true that in pre-Christian Roman era Emperor was absolute existence 
with divinity like Japanese Tenno. Furthermore in the Christian society at least until 17th 
century so called theory of divine right of kings were popular political idea. But at least 
as to the Christian idea such a secular ruler's sacredness originates from God, not from 
ruler himself. Therefore he could just insist his sacredness as far as God bless him as 
absolute secular ruler. Itis, as it were, the indirect sacredness which he obtains directly 
from God. 
In this respect Western kings dignified by the divine right were decisively different 
from Japanese Tenno. He was worshiped as the Living God because he was descendant 
of the supreme God of Japan, namely Great Goddess Amateras, the God of Sun. Tenno is 
sacred because of his own divinity. He himself is Living God. 
3. Culture in which human being can become god 
The traditional concept of Japanese god which old Japanologist Norinaga Motoori 
presented in the 18th century, Edo period and even now popular is as follows: al the 
existence ,even sea and mountains to say nothing of human beings and birds, beasts, trees, 
in any way everything which is quite unique and has any superhuman ability. 
Furthermore the ability is not just only good for human being but also bad, namely even 
the demon is sometimes worshiped as a god. For short Japanese people worship every 
thing as god which has superhuman power and therefore which causes people's huge awe 
and respect. 
In Japan there are lots of shrines which worship historical figures something like Meiji 
Shrine of Meiji Tenno and Togo Shrine of Admiral Togo of Japan-Russian naval battle. 
And Y asukuni Shrine is quite unique and historic, and at the same time very politically 
problematic shrine in which about 2.2 million gods were worshiped. In this shrine 
servicemen who were killed in the war after Meiji period including so called A-class war 
criminal for example General Tojyo were worshiped as god. Under these cultural 
circumstances in which human being can become god and also under the world view in 
which particular family can have blood relationship with the particular god family, people 
can agree that Tenno is Living God because Tenno Family's founder is the above 
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mentioned Great Goddess Amateras, the God of Sun. We should say that as the 
necessary condition Tenno as Living God presupposes the culture in which human being 
can become god and unique concept of god. 
4. The meaning of the "Declaration of the Human Being" from the view point of 
Comparative Theory of Legal Culture 
From the view point of the Theory of Comparative Legal Culture one of the most 
interesting points concerning the "Declaration of the Human Being" is as follows. That 
Declaration was necessary one which Tenno Hirohito had to present not from the 
individual or private status but from the purely official or national one as the sovereign of 
Japan. Namely that Declaration had close connection with the form and substance of 
Japanese sovereignty. Here we can find out one of the Japanese cultural characteristics 
and originality comparing with the Wes tern culture. 
Of course we know the historical facts that the Declaration was the result of joint 
enterprise between so called GHQ and Japanese government and also the main object of 
that enterprise was to maintain the Tenno system in order to occupy Japan more easily by 
making use of the deep-rooted absolute authority of Tenno Hirohito. In this sense it was 
clearly the external pressure that enforced Tnenno Hirohito to declare the "Declaration of 
the Human Being". 
Although we can rationally explain the meaning of such an irrational Declaration, we 
should ask furthermore why Tnenno Hilohito had to very officially present such an 
irrational Declaration just at the starting point of newly democratized Japan in the middle 
of 20th century ? 
The answer is very easy and clear. Reflecting the above mentioned Japanese 
characteristic culture in which human being can become god, Tenno Hilohito was 
formally accepted by Japanese people and Constitutional Law as sacred: Living God 
which was core of Japan as an Imperial country. 
Article 1 of the Constitution of the Empire of Japan stated: "The Empire of Japan shall 
be reigned over and governed by a line of Emperors unbroken for ages eternal"; 
furthermore, Article 3 stated: "The Emperor is sacred and inviolable". In this sense 
pre-war Japan was "sacred kingdom of Tenno as living God" which was backed up 
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by Western based Constitutional Law. 
But in the Western countries in which human being can not become god, people never 
accept the human being as Living God and therefore people never accept the sacred 
country which is governed by the ruler as a Living God like pre-war Japan. Just as I 
mentioned above, Adolf Hitler could obtaine only secular absolute power which 
completely rejected the democracy under the Weimar purely Democratic constitution. 
It is true that the reason why Tenno was worshiped as "sacred and inviolable" in the 
Constitution of the Empire of Japan is politically and historically very clear and 
reasonable. Namely newly established Meiji government immediately after the decline of 
Tokugawa fuedal government needed the core of fidelity of the people in order to create 
modern nation state. Because most of leaders of newly established Meiji government 
came from lower class feudal worriers and therefore they lacked the basis of the formal 
authority. So they needed to make use of Tenno as the symbol of authority. 
First prime minister Hirobumi Ito who was the farther of modern Japan and Japanese 
Constitution stated that in Japan we do not have the mental or moral core of the people 
something like the Christianity in the Western countries instead of the Tenno as a living 
God. In Japan Buddhism and Shintoism do not have strong social power. Itmeans that 
we never have strong religion like Christianity. Therefore we need to locate the Tenno 
Family not only as the core of mentality but also as the core of power. 
Nevertheless we should say that the reason why Japanese people accepted the sacred 
Tenno as Living God is that in Japan historically there existed the culture in which 
human being can become god. 
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